
エクアドル共和国
職業訓練改善計画
実施協議報告書

平成 14 年 4 月
（2002 年）

国際協力事業団
社会開発協力部

社 協 二

ＪＲ

0 2 - 0 3 4

No.



序　　　　　文

エクアドル共和国では、近年の国際石油価格の下落、1997～ 1998年のエル・ニーニョ現象に起

因する自然災害（集中豪雨）等の影響を受け、元来の財政赤字に加え、一層経済的に困難な状況に

直面している。これに対して同国政府は、2000年 8月に政府開発計画（Plan de Gobierno 2000～

2003年）を発表し、国内産業の生産性向上を図るため工業分野での人材育成を重要課題として掲

げた。

一方、同国において唯一工業分野の職業技術訓練コースをもつ労働人的資源省所管の職業能力

開発機構（SECAP）は、国内 23か所に施設を有し、1966年の設立以降、全国規模で技能者養成を

行ってきた。しかし、指導員の質の低下、機材・教材の老朽化、更には近年の技術の高度化によ

り、産業界が求めるニーズに十分応えられていない状況にある。

こうした経緯からエクアドル共和国政府は、SECAP 最大規模の北部地域職業訓練センター

（CERFIN）を中心とした主要訓練センターに対する実習機材や教材の整備、職業訓練指導員の質的

向上、カリキュラムの改訂等を目的とした協力支援を我が国へ要請してきた。

同要請を受けて国際協力事業団は、1996年 12月の基礎調査団の派遣をはじめとして、要請内容

の妥当性を確認するとともに、具体的な協力内容について、エクアドル共和国政府側と協議を

行ってきた。途中、SECAPの民営化問題や政変による社会的な混乱も重なり、プロジェクトの検

討を一時中断せざるを得ない状況となったが、その後状況は回復し、2000年 7月から再度短期調

査を開始し、エクアドル共和国政府側とプロジェクト実施に向けて協議を行ってきた。

これら調査の結果を踏まえ、当事業団社会開発協力部部長 佐藤 幹治を団長とする実施協議調

査団を 2002年 4月 7日から同月 15日まで現地に派遣し、エクアドル共和国側関係機関と協議を重

ねた。その結果、「エクアドル職業訓練改善計画」の開始に向けて討議議事録（R／D）などの署名

を取り交わした。本報告書は、同調査団の調査及び協議結果を取りまとめたもので、今後のプロ

ジェクトの展開に広く活用されることを願うものである。

最後に本調査にご協力いただいた外務省、厚生労働省、在エクアドル日本国大使館など、内外

関係機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第である。

平成 14年 4月

国際協力事業団

理事 泉　堅二郎
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戸田日本国大使、ピント副大統領）

討議議事録等の交換〔ランダスリ職業能力開発機構（SECAP）総裁と佐藤団長〕



北部地域職業訓練センター（CERFIN）表敬 機械科実習場

企業視察：TANASA（タバコ製造会社）機械加工実務実習現場
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1. 実施協議調査団の派遣

1－1 調査団派遣の経緯と目的

エクアドル共和国（以下、「エクアドル」と記す）は、近年の国際石油価格の下落、1997～ 1998年

のエル・ニーニョ現象に起因する自然災害（集中豪雨）等の影響を受け、元来の財政赤字に加え、

経済的に非常に困難な状況にある。こうしたなか、同国政府は、2000年 8月に政府開発計画（Plan

de Gobierno 2000～ 2003年）を発表し、国内産業の生産性向上を図るため工業分野での人材育成を

重要課題として掲げた。

エクアドルで唯一工業分野の職業技術訓練コースをもつ労働人的資源省所管の職業能力開発機

構（Servicio Ecuatoriano de Capacitacion Profesional：SECAP）は、国内 23か所に施設を有し、1966年

の設立以降全国規模での技能者養成を行ってきた。しかしながら、教材や指導員の質の低下、さ

らには近年の技術の高度化により、産業界が求めるニーズ（質・量）に十分対応できていない状態

にある。

こうした経緯からエクアドル政府は、SECAP最大の北部地域工業訓練センター（Centro Regional

de Formacion Industrial del Norte：CERFIN）を中心とした主要訓練センターに対する実習教材や機

材の整備、職業訓練指導員の質的向上、カリキュラムの改訂等を目的とした協力支援を我が国へ

要請してきた。

同要請を受けて国際協力事業団（JICA）では、1996年 12月に基礎調査団、1999年 1月には事前

調査団を派遣し、要請内容の妥当性を確認するとともに、具体的な協力内容についてエクアドル

側と協議を行ってきた。その後、1999年 3月に SECAPが「民営化」対象機関に含まれることが発表

されるとともに、2000年 1月にはマワ大統領が政変で退くなどの社会的な混乱も重なり、プロジェ

クトの検討を一時中断せざるを得ない状況となった。

その後、エクアドルの社会情勢に伴って 2000年 7月、2001年 3月及び 2002年 2月に短期調査団

を派遣しプロジェクトの枠組みを協議した。また、2001年 9月には懸案事項であった職業訓練政

策を担当する国家職業訓練審議会（Consejo Nacional de Capacitacion y Formacion：CNCF）が設置さ

れ、同年10月に SECAPの近代化プロセス法案が成立し、今後とも公的機関として存続することが

確定した。これでプロジェクト実施に係るエクアドル側の基本的な体制が整った。

これら調査、状況を踏まえ、2002年度プロジェクト開始にあたって、実施の条件、基本計画、協

力期間、実施方法等について協議し、討議議事録（R／D）として取りまとめ、合意内容を確認す

ることを目的として実施協議調査団を派遣した。
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1－2 調査団の構成

No. 名　前 担　当 現　職

1－3 調査日程

日 順 月　日 曜 日 時　間 行　程

国際協力事業団社会開発協力部部長

Managing Director, Social Development Cooperation, Department,

JICA

厚生労働省職業能力開発局海外協力課課長補佐

Deputy Director, International Cooperation Division, Human Resources

Development Bureau, Ministry of Health, Labor and Welfare

雇用能力開発機構京都職業能力開発短期大学校電子技術課講師

Lecturer, Electronic technological department, Kyoto Polytechnic

College, Employment and Human resources Development Organization

of Japan

雇用能力開発機構職業能力開発企画部国際協力課専門役

Advisor, International Cooperation Division, Human Resources

Development Planning Department, Employment and Human resources

Development Organization of Japan

国際協力事業団社会開発協力部

社会開発協力第二課課長代理

Deputy Director Second Technical Cooperation Division Social

Development Cooperation Dept., JICA

平成コンサルタント株式会社

技術部長

Director Heisei Consultant Co, Ltd

1

2

3

4

5

6

佐藤　幹治

Mikiharu SATO

春山　安弘

Yasuhiro HARUYAMA

高橋　哲也

Tetsuya TAKAHASHI

古田　光則

Mitsunori FURUTA

富安　誠司

Seiji TOMIYASU

水野　石根

Iwane MIZUNO

団長／総括

Leader

訓練企画

Training Planning

電気・電子

Electricity and Electronics

機械・金属

Mechanics and Metal

協力企画

Cooperation Planning

プロジェクト効果分析

Analysis of Project

Effectiveness

1 4月 7日 日

2 8日 月

3 9日 火

4 10日 水

5 11日 木

6 12日 金

7 13日 土

8 14日 日

9 15日 月

成田発（CO-006便）

ヒューストン着

ヒューストン発（CO-818便）

キト着

エクアドル青年海外協力隊調整員事務所打合せ

在エクアドル日本国大使館表敬

外務省国際協力庁表敬

市内視察

CNCF表敬

労働人的資源省表敬

CERFIN表敬

CERFIN施設視察

SECAP表敬

R／ D、M／M、プロジェクト・ドキュメント協議

R／D、M／M、プロジェクト・ドキュメント協議

R／D、M／M署名

団内打合せ

詳細活動計画、実施スケジュール等協議

調査団長主催懇談会

民間工場視察

在エクアドル日本国大使館報告

エクアドル青年海外協力隊調整員事務所打合せ

キト発（CO-880便）

ニューヨーク着（ニューアーク）

ニューヨーク発（CO-009便）

成田着

17:00

14:40

17:20

22:24

10:00

11:00

12:00

14:00

16:00

10:00

11:00

14:30

10:00

16:30

10:00

19:00

10:00

16:00

17:00

 7:05

16:17

11:10

13:50
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1－4 主要面談者

（1）エクアドル側関係者

1） 労働人的資源省

Martín Insua Chang Minister

2） 外務省国際協力庁

Vladimir Jarrin Advisor

3） 全国職業訓練審議会（CNCF）

Alberto Robalino Advisor

Alfredo Estornaiolo Secretary of Technical Department

4） 職業能力開発機構（SECAP）

Fernando Landázuri Salazar Executive Director

Catalina Rodriguez Director of Northern Region of SECAP

Andrés Mencias Director of Administration and Human Resources

Ramiro Rosales Director of Technical Department

Guillermo Pailiacho Director of Financial Department

Santiago Guerrón Director of Planing Department

Ruis Edison Director of Popular Training Department

Mayra Yomar Carcelen Director of Law Department

Fernando Carrera Technical Advisor of International Cooperation

5） 北部地域職業訓練センター（CERFIN）

Bolívar Montero Director

Wigberto Vizuete Chief of Pedagogical and Technical Unit and Chief of Electricity

and Electronics

Lenin Valencia Chief of Metal and Mechanics

（2）日本側関係者

1） 在エクアドル日本国大使館

戸田　勝規 大　使

中野　雅彦 二等書記官

2） 専門家

津端　勝造 訓練計画

3） エクアドル青年海外協力隊調整員事務所

高田　肇 調整員
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2. 調査・協議の経過と概略

本実施協議調査団は、2002年 4月 7日から同月 15日までエクアドルを訪れ、3次にわたる短期

調査〔第1次：2000年 7月 15日～7月 23日、第2次：2001年 3月 11日～3月 16日、第3次：2002年

2月 17日～ 3月 2日（コンサルタントのみ）〕の調査結果を踏まえ、労働人的資源省、外務省、国家

職業訓練審議会（CNCF）、職業能力開発機構（SECAP）、北部地域職業訓練センター（CERFIN）等、

関係機関と協議を行った。

協議の結果、双方の合意事項をR／Dにまとめ、さらにプロジェクト・ドキュメントを含むミ

ニッツを取りまとめ、署名・交換を行った（付属資料 2、3を参照）。

合意されたプロジェクトの概要は以下のとおりである（「3.討議議事録の交渉経緯」、及び「付属

資料 4.プロジェクト・ドキュメント（和文）」を参照）。

（1）プロジェクト名称

［和文］　エクアドル職業訓練改善計画

［英文］　The Project on Improvement of Vocational Training in Ecuador

（2）目　標

［上位目標］エクアドルにおける産業界の労働力需要と労働者の職業能力がより適合し、技

能労働者の雇用状況の改善に寄与する。

［プロジェクト目標］産業界の訓練ニーズに合致した職業能力（電気、電子、機械加工、金

属加工）を有する技術者を輩出できるよう、SECAPの運営管理体制が改善され、CERFINを拠

点としながら主要な職業訓練センターの体制が強化される。

（3）プロジェクト実施機関

［監督機関］　労働人的資源省

［実施機関］　SECAP

（4）協力期間

2002年 7月 1日から5年間。ただし、第1ステージ（前半 2年）と第2ステージ（後半3年）の

2段構成とし、第1ステージの評価によって第2ステージ実施の可否を決定する。
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（5）実施体制

［プロジェクト総括責任者］ SECAP総裁

［プロジェクト実施責任者］ CERFIN所長

（6）委員会

［合同委員会：Joint Coordinating Committee］ 職業能力開発機構総裁を長とする合同委員会

を設置し、プロジェクト年間計画策定やモニタリング、成果の確認等を行うための合同委員

会を年 1回開催する。

（7）投入計画

〈日本側〉

1）長期専門家

チーフアドバイザー、電気電子系、機械金属系、業務調整の分野で派遣する（年間4名）。

2） 短期専門家

必要に応じて派遣する（年間 5名）。

3） 研修員受入れ

カウンターパート（C／ P）を年間 3名程度を受け入れる。

4） 供与機材

電気・電子分野における制御用機器、機械・金属分野における検査試験装置等、約1億

円程度（第 1ステージ分）

※第 2ステージの投入は、第 1ステージの進捗状況を見極めながら決定。

〈エクアドル側〉

1） プロジェクト実施に必要な設備・建物の提供

プロジェクトサイトであるCERFINの施設及び、専門家の執務場所としてSECAP及び

指導員訓練センター内に執務室を確保し、必要な事務機器を提供する。

2） C／ Pの配置

チーフアドバイザーのC／ PとしてSECAP総裁及びCERFIN所長が配置される。長期

専門家のC／ Pとしては、CERFINの電気・電子部門6名、機械・金属部門6名が配置さ

れる。

3） プロジェクト運営実施予算の負担

プロジェクト運営に必要な訓練費用、設備整備費用、機材引き取り費用、その他をエ

クアドル側が負担する。
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4） 供与機材等に係る免税措置等

技術協力協定に基づき、エクアドル政府は供与機材に関する免税措置を行うとともに、

日本人専門家及びその家族に対し、現地購入の身の回り品に対する付加価値税を含む特

権付与及び免税措置を行う。
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3. 討議議事録の交渉経緯

3－1 短期調査主要協議事項及び調査結果

（1）第 1次短期調査（2000年 7月）

具体的な協力内容についてエクアドル側と協議した結果、産業界における労働力需要の調

査分析を協力の枠組みに取り入れることで、同国の職業訓練体制の改革に対する支援をも行

うこととした。またプロジェクト・ドキュメントの第 1次案を作成した。

（2）第 2次短期調査（2001年 3月）

エクアドル側の将来的な実施体制について透明さに欠けることから、協力期間を前半 2年

（第 1ステージ）と後半 3年（第 2ステージ）の 2段構成に分け、エクアドル側の実施体制を見

極めつつ協力を進める方式でエクアドル側と合意した。

（3）第 3次短期調査（2002年 2月）

第 3次短期調査はコンサルタント団員のみによる調査であり、エクアドル側の実施体制を

確認するとともに、プロジェクト・ドキュメントの概略説明及び情報収集を行った。

第1次から第 3次までの短期調査結果は、プロジェクト･ドキュメント（和文・英文）として

取りまとめた（付属資料 3、4参照）。

3－2 実施協議調査主要協議事項及び調査結果

（1）概　要

実施協議調査では、短期調査の結果に基づき、プロジェクトの基本計画を確認すると同時

に、プロジェクト実施にあたっての条件及び技術協力の枠組み、必要な手続き等について、エ

クアドル側実施機関と協議のうえ、合意した。

（2）討議議事録の交渉経緯

調査団派遣に先立ち、津端専門家を通してエクアドル側にR／D（案）を送付し、検討を依

頼した。調査団では最終的な内容の確認、追加説明等を行った。R／Dの内容のうち、エク

アドル側との協議の結果、変更した点は以下のとおりである。

1） 国家職業訓練審議会（CNCF）の位置づけ

当初、CNCFをプロジェクトのC／P機関の一つとして位置づけていたが、CNCF自体、

2001 年 9月に設立されたばかりで、まだ組織として十分機能しておらず、また、CNCFよ



- 8 -

り、エクアドル国内の職業訓練センターを監査するという立場上、職業能力開発機構

（SECAP）傘下のセンターとともにプロジェクトに加わることは困難であるとの説明がなさ

れた（付属資料 1参照）。

さらに、労働人的資源大臣よりCNCFは訓練税の配分等、調整を主とした機関であり、本

プロジェクトに含めないことが望ましいとの説明があった。したがって、SECAPに対し、

プロジェクト実施に支障がない旨を最終的に確認し、CNCFをプロジェクトの枠組みから

外すこととした。

2） R／D署名者

エクアドル側からの要望により、ピント副大統領を名誉証人（Testigo de Honor）として署

名者に加えることとした。

（3）確認事項

エクアドル側の投入に関して、以下の事項を確認した。

1） プロジェクト実施に必要な設備・建物の提供

専門家用執務室は施設の一室を改修し、プロジェクト開始前までには完成させる予定で

ある。なお電話は2回線確保されており、FAXやインターネットの使用環境に対応できる。

またサイトのスペースはかなり余裕があり、供与機材の設置についても特段問題はないも

のと思われる。

2） C／ Pの配置

C／ Pは北部地域工業訓練センター（CERFIN）所長ほか、電気・電子系6名、機械・金属

系 6名が配置される予定。なお、指導員の定着率は非常に高いが、各人が多くの業務を抱

えており、場合によっては増員が必要となることも予想される。ちなみにCERFIN所長は

電子の指導員を業務している。なお、SECAP近代化に関する勧告により、指導員を増員し

て事務部門職員を減員する取り組みがなされている。

3） プロジェクト運営実施予算の負担

2002年度については予算措置済み。供与機材引き取りに係る費用等については 2003年度

予算として確保する予定である。

（4）その他

1） プロジェクトサイトの状況

CERFINを昼間に訪問した際、養成訓練が行われていた。35年ほど前のドイツ供与によ

る機械類がよく整備され運用されていた。また大物の汎用機械についてもオーバーホール

を自ら行うなど、高い維持管理能力が見込まれるものの、一方で機材の老朽化や数の不足
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が散見された。また調査の結果、CERFINでは現在既に向上・上級訓練が実施されており、

協力の開始によって訓練の質的向上が十分期待できる体制にあると判断される。

2） 民間企業の視察

視察会社：TANASA（タバコ製造会社）、従業員数：300人程度

CERFINでの半年間の養成実務実習生受入企業であり、そのまま採用される訓練生がい

る。現在、中堅技術者としてSECAP卒業生が活躍しており、SECAPとは密接な関係をもつ

企業である。

同企業には今回協力する機械・金属、電気・電子分野のみならず、制御、メカトロニク

ス等の要素があり、技術集約型企業である。また、製造ラインのモディファイを自ら手が

けており、品質管理や安全衛生に対する意識の高さも感じられた。

同工場の視察を通じてエクアドルの工業レベルの高さを確認できた。労働倫理も高く感

じられるので、SECAPのレベルアップにより、さらに優秀な人材を供給することは有効で

ある。
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4. プロジェクト実施上の留意点

4－1 職業能力開発機構（SECAP）近代化計画の動向

SECAP近代化に関する委員会を設置し、1か月後を目処に具体的な計画を策定する予定である。

同計画により、予算、C／ P等についてプロジェクトに支障を及ぼさないよう調査団より申し入れ

を行い、SECAP側からも口頭にて確約を取りつけたが、引き続き動向を注視していく必要がある。

4－2 エクアドル大統領選後の対応

2003年 1月に予定されている新大統領就任のあと、SECAP総裁クラスの人事異動がなされる可

能性が極めて高い。こうした事態に備え、大統領選後も本プロジェクトが引き続き支障なく進め

られるよう、プロジェクト開始後できるだけ速い段階でエクアドル側主要関係者に対して本プロ

ジェクトの主旨・内容について説明・理解を得ておくとともに、エクアドル側が負担すべき事項

等について大統領選後も担保されるよう確認を得ておく必要がある。

4－3 付加価値税の免税措置

エクアドル政府との技術協力協定では専門家及びその家族の身の回り品については免税扱いと

なる旨を明記されており、また、今回のR／Dのなかでも付加価値税も免税措置のなかに含まれ

る旨を明記した。しかし、個人用車両を購入する場合、現状では付加価値税を支払っている。外

務省国際協力庁に確認したところ、事前に専門家に関する情報を提供してもらえれば免税は可能

であるとの回答があった。エクアドル側の免税手続きに不明な点も多くスムーズにはいかない可

能性は高いものの、専門家の活動を円滑にするためにも実現に向けて取り組む必要がある。

4－4 プロジェクトの効果的な実施

第1ステージでの成果がすぐに求められるため、機材調達の手続きを早急に進める必要がある。

また南米ではブラジル、エクアドル、ペルーにおいて過去類似のプロジェクト実績があるので、こ

れらの成果を活用した第三国個別研修、第三国専門家の派遣が有効である。更にエクアドル国内

における技術協力の成果波及のため、キト以外の訓練センター（グアヤキル、クエンカ、アンバッ

ト）に対する無償資金協力による機材供与が望まれる。



付　属　資　料

1．「エクアドル職業訓練改善計画」におけるCNCFの位置づけについて

2．討議議事録（R／D）

3．ミニッツ（M／M）（プロジェクト・ドキュメント英文含む）

4．エクアドル共和国職業訓練改善計画　プロジェクト・ドキュメント（和文）
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平成 14年 4月 25日

「エクアドル職業訓練改善計画」におけるCNCFの位置づけについて

1. 国家職業訓練審議会（CNCF）については、2001年 9月 10日の大統領令 1821号により設置され

た。同大統領令では、CNCFはエクアドルの職業訓練活動について規制、調整、促進する機関と

して位置づけられており、具体的には民間部門から拠出された訓練税を受け取り自ら運営する

とともに、民間を含めた職業訓練機関の認定、訓練需要の調整、職業訓練税の認定機関への配

分を行うことが定められている。

2. 当初、本プロジェクトの枠組みにCNCFを入れた主な理由は以下のとおりである。

1） 当初は職業能力開発機構（SECAP）の位置づけが不安定であったことから、エクアドル側実

施体制の充実を図るため、CNCF を C ／ P 機関としてプロジェクトに巻き込むこととした

（SECAPの位置づけについては、2001年 10月の SECAP近代化プロセス法案により、公的機関

として存続することが確定している）。

2） 産業界の訓練ニーズの把握については、前述のとおり SECAPのみならずCNCFにおいても

実施することが想定されており、より効果的な技術移転を実施するため、CNCFも技術移転の

対象とした。

3） CNCFをプロジェクトに取り込むことで、エクアドルの職業訓練政策に対しても日本側か

らアドバイスを行うことが可能と考えられた。

3. 実施協議調査団派遣前での調整では、前述の理由に基づきCNCFを本プロジェクトのC／P機

関の一つとすることで、CNCF総裁からは基本的な合意を得ていたものの、CNCF自体が設立さ

れたばかりであり、本プロジェクトへの対応についてはCNCF内で十分な議論がなされ意思統

一が図られた状態ではなかったものと推察される（実際CNCF総裁の考え方にも変化が見られ、

実施協議調査団出発直前では、プロジェクトの枠組みについては合意するもののSECAPに対す

る認可が終わっていないためR／Dへの署名は困難である旨の回答がなされている）。

4. 今回、実施協議調査団がCNCFを訪問した際、当初面談予定であったCNCF総裁が急な出張の

ため出席できず、同総裁の指示によりアレジャーノ顧問及びエストルナイオロ技術部長が対応し

た。冒頭、同顧問より本プロジェクトの重要性は理解しており、CNCFとしてもできる限り支援

したいが、CNCF自体、同国の職業訓練センターを監査及び認可する立場にあり、SECAP傘下の

センター等、一部のセンターのプロジェクトにCNCFが加わることは組織の性格上困難である旨

説明がなされた〔その場でこの趣旨が記載された文書（15ページ）がCNCFから提出された〕。

1．「エクアドル職業訓練改善計画」におけるCNCFの位置づけについて
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5. この CNCFの発言はプロジェクトの枠組みの大きな変更となり得ることから、エクアドル側

の総意を確認するため、翌日、本プロジェクトの責任機関であり、CNCF及び SECAPの理事長

を兼務する労働人的資源大臣に対し、CNCFの本プロジェクトに係る位置づけについて確認し

たところ、同大臣からCNCFについては認可と監査を目的とする機関であり、また、まだ開設

したばかりゆえ、今回のプロジェクトの枠組みには入れない方が望ましい旨のコメントがなさ

れた。

6. さらに、本プロジェクトの実施機関である SECAPに対し、CNCF及び労働人的資源大臣のコ

メントを伝えるとともに、CNCFをC／ P機関としない場合のプロジェクト実施に係る支障の有

無について確認した。SECAPからは、CNCFは組織として設立されたばかりで組織規定もまだ

できていない状況である。SECAPとしても労働人的資源大臣と同様の考えである。またCNCF

を外してもプロジェクトには実質的な支障はなく問題ない旨の回答がなされた。

7. 以上の経緯を踏まえ、①CNCF自体がプロジェクトへの参画を拒んでいる、②エクアドル側

関係機関でもCNCFをプロジェクトの枠組みから外すことを了解している、③CNCF自体、ま

だ組織として機能しておらず（本調査団訪問時もCNCFの事務所には面談者 2名のほかに事務所

員らしき者が 1名いたのみ）、C／ P機関としての能力は有していない、という状況にかんがみ、

現状ではCNCFを本プロジェクトの枠組みから外すことが妥当と判断し、エクアドル側とも合

意のうえで、R／D、M／Mの一部を修正した。

8. なお、CNCFは SECAP傘下のセンターを含むエクアドルの職業訓練センターの監査、認定及

び訓練税の配分等、重要な役割を担っていることも事実であり、プロジェクトとしても引き続

きCNCFと良好な関係構築に努めることが肝要であり、また将来CNCFが本格的に機能すれば

同機関との関係について必要に応じ見直すべきである。また、当初CNCFを C／ P機関として

想定した以下の協力活動について、まず「産業界の訓練ニーズの把握」については、SECAPを対

象にそのノウハウを伝授・蓄積することで対応することとし、また「エクアドルの職業訓練政策

に対する助言」については、プロジェクトのPDMの活動には含まれていないものの、SECAPを

通じ労働人的資源省との連携を強化し、同省からの要請があれば可能な範囲で対応する予定で

ある。
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事業事前評価表　（プロジェクト方式技術協力）

作成日：平成 14年 4月

担当部・課：社会開発協力部　社会開発協力第二課

案件名：エクアドル職業訓練改善計画

対象国：エクアドル共和国 実施地域：キト、グアヤキル、クエンカ、アンバット

実施予定期間：2002年 7月 1日から 2007年 6月 30日（5年間）

ただし第1ステージ（2年）と第 2ステージ（3年）の 2段構成とし、第1ステージ

の評価により、第 2ステージ実施の可否を決定

1. プロジェクト要請の背景

エクアドル共和国（以下、「エクアドル」と記す）は、近年の国際石油価格の下落、1997～ 1998年

のエル・ニーニョ現象に起因する自然災害（集中豪雨）等の影響を受け、元来の財政赤字に加え、

経済的に非常に困難な状況にある。こうしたなか、同国政府は、2000年 8月に政府開発計画（Plan

de Gobierno 2000-2003）を発表し、国内産業の生産性向上を図るため工業分野での人材育成を重

要課題として掲げた。一方、同国において唯一工業分野の職業技術訓練コースをもつ労働人的

資源省所管の職業能力開発機構（SECAP）は、国内23か所に施設を有し、1966年の設立以降、全

国規模で技能者養成を行ってきたが、指導員の質の低下、機材・教材の老朽化、更には近年の

技術の高度化により、産業界が求めるニーズ（質・量）に十分応えられていない状況にある。

こうした経緯からエクアドル政府は、S E C A P 最大規模の北部地域工業訓練センター

（CERFIN）を中心とした主要訓練センターに対する実習教材や機材の整備、職業訓練指導員の質

的向上、カリキュラムの改訂等を目的とした協力支援を我が国へ要請してきた。

現行のCERFINの電気・電子系及び機械・金属系の訓練コース数、修了者数は次のとおり。

CERFINの訓練コース数及び修了者数（2001年）

訓練形態 訓練分野 訓練コース数 修了者数

向上1）
電気・電子 29 326

機械・金属 10 120

上級2）
電気・電子 4 56

機械・金属 3 38

1） 向上訓練：企業在職者を対象とした訓練。訓練期間は数日～数か月。

2） 上級訓練：技能者（テクニコ）、技師（テクノロゴ）養成訓練。期間は 1年～ 1年半。
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2. 相手国実施機関

プロジェクト責任機関：労働人的資源省

プロジェクト実施機関：職業能力開発機構（SECAP）

3. プロジェクトの概要及び達成目標

（1）達成目標

1） プロジェクト終了時の達成目標

目標：「産業界の訓練ニーズに合致した職業能力（電気、電子、機械加工、金属加工）を

有する技術者を大量に輩出できるよう、CERFINを拠点としながらSECAP及び

その主要な職業訓練センターの運営管理体制が改善される」

指標：・SECAPの技術職員に対する事務職員の比率が減少する。

・SECAPの管理費に対する訓練費の比率が増加する。

・4センターにおける新規・見直し訓練コース数が増加する。

・4センターの対象分野の訓練コースにおける企業及び訓練生の参加数が増加

する。

目標とする訓練形態別コース数、修了者数は以下のとおり。

コースの実施数

訓練形態 訓練分野 目標数 備　考

向　上
電気・電子 50 10コース／年× 5年

機械・金属 50 10コース／年× 5年

上　級
電気・電子 24 8コース／年× 3年

機械・金属 24 8コース／年× 3年

参加者数（向上：15名／コース、上級 12名／コース

訓練形態 訓練分野 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 合　計

向　上
電気・電子 150 150 150 150 150 750

機械・金属 150 150 150 150 150 750

上　級
電気・電子 - - 96 96 96 288

機械・金属 - - 96 96 96 288

指導員 電気・電子 - - 6 6 6 18

再訓練 機械・金属 - - 6 6 6 18

2） 協力終了後に達成が期待される目標

目標：「産業界が必要とする職業能力を、有する労働者を供給できる職業訓練体制が確

立され、エクアドルにおける雇用状況の改善がもたらされる」

指標：・SECAPの職業訓練に対する企業満足度の上昇

・対象技術分野における修了者の就業率の上昇
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（2）成果・活動

産業界の訓練ニーズを把握し、これを定期的にモニタリングする体制を確立するとともに、

CERFINにおいて向上訓練、上級訓練、指導員再訓練の計画作成及び訓練実施を行う。

目標とする作成指導案数及び作成教材数は以下のとおり。

作成指導案数

（単位：部）

訓練形態 訓練分野 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 合　計

向　上
電気・電子 10 10 10 10 10 50

機械・金属 10 10 10 10 10 50

上　級
電気・電子 - - 8 8 8 24

機械・金属 - - 8 8 8 24

作成教材数

（単位：冊）

訓練形態 訓練分野 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 合　計

向　上
電気・電子 10 10 10 10 10 50

機械・金属 10 10 10 10 10 50

上　級
電気・電子 - - 10 10 10 30

機械・金属 - - 10 10 10 30

（3）投入（インプット）

第 1ステージ（2年間）における日本側の投入は、以下のとおり。

1） 長期専門家：2年間で4人（チーフアドバイザー、電気電子系、機械金属系、業務調整）

2） 短期専門家：5人／年（必要に応じ派遣する）、2年間で 10人

3） C／ Pの日本研修：3人／年、2年間で 6人　

4） 機材供与：電気・電子分野における制御用機器等、機械・金属分野における検査試

験装置等　　　　

日本側総費用：約 2億 3,400万円

エクアドル側の投入は、以下のとおり。

1） C／ Pの配置（電気・電子系 6人、機械・金属系 6人、計 12人）

2） 施設、訓練サイトの提供

3） 訓練実施経費等に関する予算措置

4） 機材等に対する免税措置

なお、第 2ステージについては、その実施が確定した時点（第 1ステージ終了 6か月前）

で決定する。
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（4）実施体制

Project Directorを SECAP総裁、Project Managerを CERFIN所長とする。

実施にあたっては、これら責任者に加えて、SECAP技術部長、CERFIN教務課長、電気・

電子、機械・金属系指導員及び日本人専門家からなる合同委員会を設立し、①年間計画の策

定、②年間実施計画の進捗状況の確認、③プロジェクト実施に関する協議等を行う。また、

プロジェクトを円滑に運営するため、日本・エクアドル双方のプロジェクト実施担当者で構

成される運営委員会を月 1回程度開催し、担当者間の意思疎通や業務遂行の円滑化を図る。

4. 評価結果（実施決定理由）

エクアドルの政府開発計画（Plan de Gobierno 2000-2003）においては、国内産業の生産性向上

を図るため、工業分野での人材育成が重要課題となっており、同国の職業訓練体制の強化・改

善を目的とする本プロジェクトは、同国の国家政策と整合性を有する。また、エクアドル政府

は、同国の職業訓練が産業界の訓練ニーズに適合するよう SECAPの業務改革に着手しており、

本プロジェクトはその改革を支援するものであり、実施の意義は大きい。

我が国は、厚生労働省を中心として職業訓練に係る幅広い経験と技術的蓄積を有しており、

同省を中核とした継続的かつ効果的な技術的協力が可能な体制にある。

さらに、首都の拠点センターのみならずプロジェクト後半には地方の主要訓練センターの強

化にも取り組むことから、全国レベルでの波及効果の面で、高いインパクトが期待できる。

5. 外部要因リスク（外部条件）

1） 機材の通関・輸送手続きが遅延することなく実施される。

2） エクアドル政府の職業訓練政策に変更がないこと。特に、SECAPが公的機関として存続

するとともに、組織改革によってSECAPの訓練指導員の配置計画や予算配分に大幅な変更

がないこと。

なお、本プロジェクトでは第1ステージ終了6か月前に評価調査団を派遣し、エクアドル側の

実施体制を確認したうえで、第 2ステージを行う 2段階構成としている。

6. 今後の評価計画

（1）今後の評価に使う指標

成果の達成度を計る評価指標は以下のとおり。

1） 産業界の訓練ニーズ分析と訓練センター現状分析結果に基づく改善提案の数と内容

2） 修正・開発された向上訓練コースのカリキュラムと訓練生の人数

3） 上級訓練コース実施計画策定状況

4） 指導員再訓練コース実施計画策定状況

5） 訓練ニーズのモニタリング体制整備状況

6） 拡大された向上訓練コースの訓練生人数とモニター実績
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7） 上級訓練コースの訓練生人数と就職支援制度による就職者数

8） 指導員再訓練コースの受講者数

9） 各訓練センターにおける新規及び修正されたコースカリキュラム数と教材数

（2）評価スケジュール

1） 第 1ステージ終了時評価（2003年 12月ごろ）

2） 第 2ステージ終了時評価（2007年 1月ごろ）

3） 事後評価（2010年ごろ）
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略語一覧

CAPEIPI ピチンチャ州小企業会議所

CEFIA アンバット工業訓練センター（SECAP）

CEFIC クエンカ工業訓練センター（SECAP）

CERFIL 臨海地域工業訓練センター（SECAP）

CERFIN 北部地域工業訓練センター（SECAP）

CFN 国立金融公社

CNCF 国家職業訓練審議会

CONAM 国家近代化審議会

CONUEP 大学及び技術学校審議会

EHDO 雇用・能力開発機構（日本）

FEDIMETAL エクアドル金属・鉄鋼・機器加工工業者連盟

FONNIN 児童福祉基金

GDP 国内総生産

GTZ ドイツ技術協力公社

IDB 米州開発銀行

IESS エクアドル社会保険庁

ILO 国際労働機関

INEC 国家統計局

INEM 国家雇用局

INSOTEC 社会経済技術調査所

JICA 国際協力事業団

NGO 非政府機関

ODA 政府開発援助

PCM プロジェクト・サイクル・マネージメント

SECAP エクアドル職業能力開発機構

SENATI ペルー工業訓練機構



- 109 -

1. 序　説

エクアドルは、近年の国際石油価格の下落、1997～ 1998年のエル・ニーニョ現象に起因する自

然災害（集中豪雨）等の影響を受け、元来の財政赤字に加え、経済的に非常に困難な状況にある。

こうしたなか、同国政府は、2000年 8月に政府開発計画（Plan de Gobierno 2000-2003）を発表し、国

内産業の生産性向上を図るため、工業分野での人材育成を重要課題として掲げた。

エクアドルで唯一工業分野の職業技術訓練コースをもつ労働人的資源省所管の職業能力開発機

構（Servicio Ecuatoriano de Capacitacion Profesional：SECAP）は、国内 23か所に施設を有し、1966年

の設立以降全国規模での技能者養成を行ってきた。しかしながら、教材や指導員の質の低下、更

には近年の技術の高度化により、産業界が求めるニーズ（質・量）に十分対応できていない状態に

ある。

こうした経緯からエクアドル政府は、SECAP最大の北部地域工業訓練センター（Centro Regional

de Formacion Industrial del Norte：CERFIN）を中心とした主要訓練センターの実習教材や機材の整

備、職業訓練指導員の質的向上、カリキュラムの改訂等を目的とした協力支援を我が国へ要請し

てきた。

同要請を受けて JICAでは、1996年 12月に基礎調査団、1999年 1月には事前調査団を派遣し、要

請内容の妥当性を確認するとともに、具体的な協力内容について、エクアドル側と協議を行って

きた。その後、1999年 3月に SECAPが「民営化」対象機関に含まれることが発表されるとともに、

2000年 1月にはマワ大統領が政変で退くなどの社会的な混乱も重なり、プロジェクトの検討を一

時中断せざるを得ない状況となった。

その後 2000年 7月、2001年 3月及び 2002年 2月に短期調査団を派遣し、産業界における労働力

需要の調査分析を協力の枠組みに取り込むことで、同国職業訓練の運営改革に対する支援を行う

こととした。また協力期間を前半 2年（第 1ステージ）と後半 3年（第 2ステージ）に分け、エクア

ドル側の運営体制を見極めながら協力を進める方式をとることとし、あわせてこれらの枠組みに

ついて、プロジェクト・ドキュメント（第 1次案）の策定を行った。

2001年 9月には懸案事項であった職業訓練政策を担当する国家職業訓練審議会（Consejo Nacional

de Capacitacion y Formacion：CNCF）の設置、同年 10月に SECAPの近代化プロセス法案が成立し、

今後とも公的機関として存続することが確定した。これによりプロジェクトを実施する基本的な

条件が整ったことから、本プロジェクト・ドキュメント（最終案）を作成することになったもので

ある。
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2. 事業実施の背景

2－1 エクアドルの経済社会情勢の概況

（1）経　済

エクアドル経済は、1970年代に石油の生産が伸びると同時にラテンアメリカで最も高い経済

成長率を記録したが、1982年の債務危機から現在まで経済の低迷が続いている。特に1999年に

は国内総生産（Gross Domestic Product：GDP）の伸びが－ 7.3％に落ち込んだ。1999年から2000年

にかけて急激に物価が上昇し、為替レートが下落した。先住民及び労働者の不満が高まり、軍

がクーデターに同意すると、2000年 1月ジャミール・マワ政権が崩壊する事態となった。

グスタボ・ノボア副大統領が昇格してマワ政権を受け継ぎ、現在まで政権を維持している。

ノボア政権は 2000年に通貨をアメリカ・ドルに変更し、物価と為替レートの変動による経済

的な不安定を緩和することに成功した。経済成長率は、2000年 2.3％、2001年 5.4％と回復基調

になり、インフレ率も 2001年 1月の 78.7％から 12月には 22.4％に収まり、年平均で37.7％と

なった。

（2）工　業

エクアドル工業は規模が小さく、発展途上の段階であるが、同国経済のなかで年々重要な

役割を果たすようになっている。2001年のGDPに占める工業の割合は 15.9％であり、農林水

産業に次ぐ位置を占めている。また、工業は経済の悪化がひどかった1998年と 1999年を除き、

順調な成長を続けている。1994年から 2001年までの7年間、経済成長率の平均が1.2％である

のに対し、工業は平均 1.8％の割合で成長してきた。

表 2－ 1　エクアドルのGDPと工業の成長率の推移

（単位：％）

1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年
GDP 2.3 2.0 3.4 0.4 -7.3 2.3 5.4

工　業 2.2 3.3 3.5 0.4 -7.2 5.2 5.5

出所：エクアドル中央銀行月報 2002年 1月

さらに、エクアドルの輸出品の多くは依然、石油、バナナ、エビ等の一次産品であるが、近

年になって工業製品の輸出が伸びてきている。1988年には輸出全体の 15％にすぎなかった工

業製品は、2000年には 25％近くを占めるまでに成長した。
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表 2－ 2　エクアドルの輸出に占める工業製品と一次産品の割合

（単位：US億ドル）

1988年 1991年 1994年 1997年 2000年
輸出合計 21.9 28.5 38.4 52.6 48.5

工業製品の輸出額 3.3 3.5 6.8 10.1 12.0

（輸出合計に占める工業製品の割合 ％） （15.1％）（12.3％）（17.7％）（19.2％）（24.7％）

一次産品の輸出額 18.6 25.0 31.6 42.5 36.5

（輸出合計に占める一次産品の割合 ％） （84.9％）（87.7％）（82.3％）（80.8％）（75.3％）

出所：エクアドル中央銀行各年年報

エクアドル工業の内訳をみると、食料品生産が最大の産業であり、次に繊維産業、金属産

業、紙、化学の順である。他業種が停滞気味のなかで、1990年代に最も大きく生産を伸ばし

たのは金属産業であり、1990年から 2000年の間に 79％も生産が増加し、工業のなかに占める

シェアも 1990年の 10.4％から 2000年には 15.1％に上昇した。

表 2－ 3　エクアドル工業の業種別GDPと構成比の推移（1975年価格）

（単位：10億スクレ、％）

食料品 繊　維 木　材 紙 化　学 金　属
機械・

その他
輸送機器

1990
9.7 6.4 1.4 2.5 1.9 2.9 1.5 1.7

（34.6） （22.9） （5.0） （8.9） （6.8） （10.4） （5.3） （6.1）

1995
10.7 6.7 1.7 2.9 2.4 4.2 2.2 2.0

（32.6） （20.4） （5.2） （8.9） （7.3） （12.8） （6.7） （6.1）

1999
11.4 6.5 1.8 3.0 2.2 4.4 1.7 1.7

（34.9） （19.9） （5.5） （9.2） （6.7） （13.4） （5.2） （5.2）

2000
11.5 7.0 1.8 3.0 2.4 5.2 1.8 1.7

（33.4） （20.4） （5.2） （8.7） （7.0） （15.1） （5.2） （5.0）

出所：エクアドル中央銀行年報 2000年及び 2001年、なお金属産業には非金属の鉱物の加工業を含む

（3）雇　用

経済危機が政治危機に発展した大きな要因の一つは雇用の問題である。エクアドルの失業は

他の発展途上国と同様、またはそれ以上に深刻な問題である。国家統計局（Insituto Nacional de

Estadistica y Censos：INEC）によれば、2000年に都市部の失業率は 9.0％、不完全雇用率65.9％

で、農村部の失業率は 4.3％、不完全雇用率 64.0％となっている。失業問題は特に大都市で深

刻であり、主要都市部の統計では、失業率が 10％を超えている。失業率は経済が最も危機的

な状況にあった 1999年に比べて低下傾向にあり、2001年になって経済の回復基調を反映して

か大幅に下がっている。実質的な失業である不完全雇用は2001年初めまでは上昇していたが、

その後低下に転じて年平均ではかなり下がっている。しかし、高い失業率や低い給与水準に起

因する社会的不安定は依然として続いており、様々な職業グループによるストやデモが頻発し
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ている。近年、国外への出稼ぎ労働者の数が急速に増加しており、経済の回復には海外からの

送金が大きな役割を果している。エクアドルの海外への出稼ぎ労働者は、アメリカ合衆国及び

スペインが主に受け入れている。国内の企業経営者からは、技能労働者の海外流出を抑え、企

業ニーズに合致した新たな技能労働者の供給を促進して同国の産業発展を図る政策を求める声

があがっている。

表 2－ 4　大都市の雇用状況

（クエンカ市、グアヤキル市、キト市）

年 失業率 不完全雇用率
1999 15.1％ 52.3％

2000 14.1％ 53.3％

2001 10.4％ 47.4％

出所：エクアドル中央銀行月報 2002年 1月、労働市場調査（各月の平均）

（4）工業部門による雇用

1992年から 2000年の間に工業分野の就業者の絶対数は 19.1％増加したものの就業人口に占

める割合は、16.4％から 15.6％に減少した。同期間の工業生産の上昇を考慮すると、エクアド

ル工業の労働生産性が向上していると判断される。エクアドル政府は、1990 年代になって

経済の自由化を一層進めたため、今まで以上に企業は国際競争にさらされてきた。エクアド

ル工業が雇用をあまり増やさずに、生産を増加させているのは、より高度な技術を導入し、労

働生産性を上げようとしている努力がみられる。工業部門の成長あるいは同国の経済発展の

ためには、このように企業のニーズに応える技能をもった労働力の供給が求められている。

表 2－ 5　エクアドル都市部の産業別就業人口と構成比の推移

（単位：人、％）

総　数 農林水産業 鉱　業 製造業
電気・ガス

建設業
商業、 運 輸

サービス業
・水道業 金融業 通信業

1992 2,693,344 178,340 12,140 442,426 16,825 182,056 947,251 147,059 767,247

（11月） （100.0） （6.6） （0.5） （16.4） （0.6） （6.7） （35.2） （5.5） （28.5）

2000 3,376,122 288,356 20,093 526,804 20,657 239,156 1,087,312 211,362 982,382

（11月） （100.0） （8.5） （0.6） （15.6） （0.6） （7.1） （32.2） （6.3） （29.1）

出所：1992年は国家雇用局（Instituto Nacional de Empleo：INEM）、2000年は INEC

エクアドル工業のなかで最大の生産規模をもつ業種は食料・飲料製造業であり、雇用に占

める割合も、1999年に INECの行った調査によれば、43％と最大である。また、電気・電子及

び機械・金属製造業の労働人口の割合は11％を占めている（7－ 1－ 3参照）。しかし、食料・

飲料製造業が停滞気味なのに対して、金属関連は大きく伸びつつあり、今後シェアを上げて
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いくことが予想される。したがって、今後エクアドルの社会的安定を回復し、経済成長を維

持していくためには、まず企業ニーズに合う電気・電子系及び機械・金属系の技能労働者を

多数輩出して雇用状況を改善し、ひいては企業の発展に結び付けていくことが重要である。

2－2 工業分野における教育訓練現況

（1）学校教育

10年間の義務教育のあと、工業技術教育は工業高校で行われる。工業技術教育には、電気

科、電子科、工業機械科、自動車科の 4つのコースがある。キトには、国立の中央工業高校

や私立のドン・ボスコ工業高校など大きな工業高校がある。一般に工業高校の問題として、比

較的学業成績の低い生徒が進学する傾向があること、卒業後専門分野への就職が難しいこと

が指摘されている。

初等教育前教育（１年）

専
門
学
校

小学校（6 年）

中学校（3 年）

大
学
工
業
系
学
部
／
工
科
大
学

SECAP、民間訓練所、NGO

その他の高校（3 年）工業高校（3 年）

工
業
短
大

職業訓練

義務教育

学校教育

出所：教育文化省、大学及び技術学校審議会（CONUEP）資料

図 2－ 1　エクアドルの技術教育・訓練制度



- 114 -

工業高校卒業生及びその他の高校の卒業生は、専門学校、短大、大学の工学系学部、工業

大学に進学することができる。工業高校は教育文化省が所管する。専門学校、短大及び大学

は、大学及び技術学校審議会（CONUEP）という独立した審議会が管理している。

近年の特徴としては、専門学校、短大、大学の急速な増加があげられる。エクアドル全土に

は現在、2年制の専門学校（Tecnico Superior）が 199校、3年制の工業短大（Tecnologico）が 76校

あり、商業、コンピュータープログラム関係の学校が多いが、工業関係のコースも増えてい

る。CONUEPの資料によれば、キトには、これらの専門学校、短大の工業関係のコースとし

て、電気（5校）、工業機械（3校）、電子（2校）、電気機械（1校）、工業生産電子（1校）、テレ

ビ操作・修理（1校）、テレビ製造（1校）がある。また、これらの学校では数日間の短期訓練を

行うところも多い。

工学部をもつ大学も大学の設立条件が緩和されたことによって、急速に増加した。キトの

機械工学を教える大学のうち、設備の整った大学は下記の 4校である。

1）国立工業大学（Escuela Politecnica Nacional）

2）軍工業学校（Escuela Politecnica del Ejercito）

3）サレシアナ工業大学（Universidad Politecnica Salesiana）

4）アメリカ工業大学（Universidad Tecnologica Amarica）

なかでもサレシアナ工業大学は、キトのほかに、クエンカ、グアヤキルに分校をもち、カ

トリック教会の補助によって学費を低く抑え、機械・金属及び電気・電子の分野など施設整

備に費用のかかる分野でも大規模な訓練施設を備えている。学生のほとんどが在職者で、中

退しても技能者、技師などの資格が得られるよう工夫された、実技重視のカリキュラムを特

色としている。現在、スイスコンタクトと協力して、金属加工分野の産業組合であるエクア

ドル金属・鉄鋼・機器加工工業者連盟（FEDIMETAL）とデュアル・システムで職業訓練を実施

している。

（2）職業訓練

エクアドル政府による職業訓練は、労働人的資源省の所管する職業能力開発機構（SECAP）

によって実施されている。そのうち、工業部門の職業訓練は北部地域工業訓練センター

（Centro Regional de Formacion Industrial del Norte：CERFIN）、臨海地域工業訓練センター（Centro

Regional de Formacion Industrial del Litoral：CERFIL）、クエンカ工業訓練センター（Centro de

Formacion Industrial de Cuenca：CEFIC）及びアンバット工業訓練センター（Centro de Formacion

Industrial de Ambato：CEFIA）の 4か所で行われている。

SECAPは 1966年に、政府の職業訓練の実施機関として設立された。その業務目的は工業、

商業、サービス業の活動における労働者と中級管理者の職業訓練を実施することである。
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SECAPには、本部とエクアドル全国を 4つの地域（北部、中部、南部、臨海）に分けて管轄す

る 4支局があり、23か所の訓練センターにおいて職業訓練を行っている（7－ 3－ 3参照）。

現在実施しているSECAPの訓練形態には、未就業者・失業者を対象とする養成訓練、在職

者を対象とする向上訓練、上級訓練、監督者訓練及び貧困層を対象とする移動訓練の 5種が

ある。養成訓練には、若年者訓練（13～ 18歳を対象として 2～ 3年間の訓練を行う）と成人訓

練（18歳以上を対象に1年間の訓練を行う）がある。向上訓練は一般労働者を対象にコースに

よって数日から数か月までの様々な期間で行う短期間訓練である。上級訓練は技能者（テクニ

コ）と技師（テクノロゴ）の養成を目的としており、期間はそれぞれ 1年 6か月と 1年である。

監督者訓練は技能者を対象とした企業内で中級管理者や監督者になるための訓練である。移

動訓練は貧困対策のため、児童福祉基金（FONNIN）を活用して貧困層や僻地での一般大衆を

対象に貧困地域で訓練を実施しているものである。

CERFINは最大の工業訓練センターである。2001年の訓練実績を訓練時間数でみると訓練

時間数全体の 5万 8,271時間のうち 72.5％が養成訓練である。在職者への向上訓練は訓練活動

の 17.1％に過ぎず、残りが上級訓練である。工業分野の職業訓練は一般に設備、機材、教材

に費用がかかり、指導員 1人当たりの生徒数も少なく抑えなければ効果的な訓練が実施でき

ない場合が多い。したがって、工業分野の在職者に対する向上訓練は不十分で、工業界の生

産性を高めるのに役立つ訓練が実施されていない。

2001年では、向上訓練及び上級訓練の修了者の 32％、訓練時間の42％が電気・電子系及び

機械・金属系であった。電気・電子系及び機械・金属系の訓練コース数と修了者数は以下の

とおりである。

表 2－ 6　CERFINの電気・電子系及び機械・金属系訓練実態（2001）

訓練形態 訓練分野 訓練コース数 修了者数

向上1）
電気・電子 29 326

機械・金属 10 120

上級2）
電気・電子 4 56

機械・金属 3 38

1） 向上訓練：企業在職者を対象とした訓練。訓練期間は数日から数か月

2） 上級訓練：技能者（テクニコ）、技師（テクノロゴ）養成訓練。期間は

1年～ 1年半

（3）SECAP-CERFINの抱える現状の問題点

1） 設備投資の不足

現在、CERFINの訓練内容と施設は産業界のニーズに合う水準には届いていない。例えば、

機械・金属系の機材はドイツが援助を始めたころに供与した旋盤、フライス盤など 30年前
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後使用しているものが多く、オーバーホールはしておらず、部品を購入すれば使える機材

も予算がないため、休止しているものも多い。電気・電子系では、制御対象としてのアク

チュエーター（工業用ロボット、エレベーターなどの模型で、制御プログラムの作成や運転

の訓練に使用するもの）の種類と数が少なく、コンピューターと併せて整備が必要である。

機材が不十分なため、訓練内容もそれに合った水準にならざるを得ない。訓練税配分の

削減による収入減や管理部門への人件費支出の割合が大きいという財務構造のなかにおい

て、これら機材への設備投資は極めて困難な状況にある。

2） 管理運営上の問題

SECAPの運営は管理部門が肥大しており、運営コストが大きく、訓練ニーズに合わせた

訓練内容が実施されていないという批判が、政府、工業界及びドナーから出されている。訓

練税を最も多く収めている州である首都ピチンチャ州の工業会議所の会長は、職業訓練制

度改革の必要な理由として SECAPの訓練の質の低さ、及び工業界の訓練ニーズに合ってい

ないことをあげている。これまでのSECAPは工業界との関係が極めて薄く、訓練内容の改

善に、訓練資金を支払っていた企業側の意見を取り入れることは少なかった。

また SECAPでは、これまで工業界に限らず、他の訓練校や教育機関とのつながりも薄

かった。例えば、他校と足りない施設や機材をお互いの生徒に使用させる協定を結び、高

価な機材の不足を補うというような努力はなされなかった。また、各訓練校の間で、互い

の教育や訓練の単位を認め合い、資格の取得に役立てるような工夫がされているが、

SECAPにおいてこうした例はみられなかった。エクアドル政府がSECAPの所有する資産を

生かすためにはこうした、SECAPの孤立した状況を改善していく必要がある。

（4）職業訓練ニーズ調査の不足

エクアドルでは、SECAPによっても、また工業会議所などの企業側からも、職業訓練ニー

ズ調査はほとんど実施されていない。数少ない調査のうちでは、SECAPの企画部調査・研究

課と北部・中部・南部・臨海の 4支局それぞれの管理課が世界銀行の融資による支援を受け

て、1995年にエクアドルの主要 13市の企業に対して実施した、技術訓練のニーズ調査がある

（7－ 3－ 7参照）。

上記の調査結果では工業関連分野への訓練ニーズが高かった。機械・金属加工のコースへ

の需要が最も多く、それに次いで繊維、電気・電子コースが続く。自動車整備への需要もそ

れらに次いで多かった。機械・金属加工と電気・電子はそれぞれの業種だけでなく、広く多

様な業種で必要とされることも、需要の多さの要因として考えられる。また、この調査の結

果、比較的大きな企業を代表する工業会議所、産業会からSECAPへの訓練協力要請がある一

方で、SECAPがこれまで訓練対象としているのは、中小・零細企業であることが分かった。
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（5）民間の訓練機関及びNGO

業界団体では、キトのピチンチャ州小企業会議所（CAPEIPI）が自前の訓練校をもち、実技

は加盟企業の施設を利用して訓練を行っている。また電気自動機械工組合などの技能者組合

が独自の訓練を加盟員に対して行っている。こうした技能者組合による訓練は訓練学校の少

ない地方でも多くみられる（7－ 1－ 4参照）。

また、多くのNGOが職業訓練を実施している。例えば、キトにある社会経済技術調査所

（INSOTEC）は中小・零細企業支援の活動を行ってきた代表的なNGOの一つである。繊維産業

を中心とした零細企業への職業訓練も行っており、国立金融公社（CFN）の発行する職業訓練

クーポンの使用を認可された訓練機関でもある。

また工業分野での職業訓練の施設整備には費用がかかるため、資金のある宗教系の民間

NGOが職業訓練を実施している場合も多い。グアヤキルの工業地域に隣接する貧困地区で職

業訓練を行っているエルセナクロ（EL CENACULO）は、そうした活発なカトリック教会系の

NGOの 1つである。こうしたNGOによる職業訓練の取り組みは主に貧困対策として実施され

ており、工業部門の生産性の向上という目的は薄い。

以上のように民間でも様々な形で工業分野への職業訓練が行われているが、電気・電子、機

械・金属などの分野は多額の初期投資を必要とすることから、これら施設の教育内容は講義

が主体となり、実技に関しても古い機材を使う形にならざるを得ず、成長しつつあるエクア

ドル工業の訓練ニーズの増大に応えることはできない。

2－3 エクアドルの職業訓練改善戦略

1990年代にエクアドルでは、国内産業を保護するための税と輸入関税の控除が撤廃され、また

非貿易障壁も取り除かれ、さらに関税が引き下げられた。この結果、国内の産業は一層国際競争

にさらされることとなり、国内向けの産業も輸出に目を向けるようになった。またアンデス共同

市場が機能し始めたことによって近隣国への工業製品の輸出が増加し始めた。2000年のドル化政

策は為替リスクをなくし貿易を安定化する一方で、非貿易財の価格を高める傾向にあり、国内製

品の交易条件が厳しくなっている。このような状況のなか、産業は高度化することを余儀なくさ

れており、それに伴って職業訓練の内容も改善することが望まれている。

エクアドルの 2000年 8月に発表された政府開発計画（Plan de Gobierno 2000-2003）では、エクア

ドルの生産部門の生産性向上を促進するための戦略として人的資本の強化、民間部門の企業需要

に迅速かつ的確に応えるため、技術分野での人材養成と訓練の改善があげられている。

職業訓練の資金としては、公共民間全企業の職員給与の 0.5％にあたる額が、2000年 8月まで企

業から社会保険庁を通して SECAPに支払われていた。しかしながら、産業界から SECAPの訓練

は企業の訓練ニーズに合っていないとの不満が寄せられており、訓練内容の近代化が求められて
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いる。そのためエクアドル政府は、SECAPの機構の合理化と職業訓練分野への民間部門の参加を

可能とする職業訓練制度の改革を検討してきた。

2001年 9月 10日の大統領令 1821号によって国家職業訓練審議会（CNCF）が設立された。CNCF

は自己の資産を有し、エクアドルの職業訓練活動について規制、調整、促進を行う機関とされて

おり、具体的には、民間部門から拠出された訓練税を受け取って、自らの運営を行うとともに、民

間を含めた職業訓練機関の認定、訓練需要の調整、職業訓練税の認定機関への配分を行うもので

ある。

国家近代化審議会（Consejo Nacional de Modernizacion del Estado：CONAM）が、新たな職業訓練

制度の設立とSECAP民営化の提案を行ってきたが、2001年の10月 24日大統領令1976号によって、

SECAPは公的機関として存続することが決定した。

しかし、通称トロリー IIと呼ばれる、2000年 8月の「投資及び市民参加のための法律」によって

職業訓練資金の使途が新たな制度に対応するよう変更された。この法律はエクアドル政府が民営

化を促進するための一連の法律をまとめたもので、訓練税はこれまでのように全額がSECAPに支

払われるのではなく、民間部門からの訓練税はCNCFに支払われ、SECAPには公共部門からの拠

出金のみが支払われることとなった。こうして職業訓練のための資金の流れは、民間の技術教育・

訓練機関と SECAPが競争しながら、企業の訓練需要に応えるという仕組みに変更された。

これを受けて現在SECAPでは、人員削減委員会及び技術委員会の 2つの委員会を設立して組織

改編を検討している。その基本方針は管理部門の人員を削減し、技術部門を強化することである。

2002年の事業計画によれば、現行の定員402人は変更せずに指導員の数を現在の192人から 247人

に増やし、その分管理部門の人数を減らすことにしている。

2－4 エクアドルの職業訓練に係るドナーの動向

（1）他ドナーによる取り組み

他ドナーによる職業訓練分野への協力は主にSECAPに対して実施されてきた。SECAPへの

協力はドイツ技術協力公社（GTZ）による技術協力が主要なものであり、また世界銀行が訓練

所などの設備への融資を積極的に行ってきた。このように国際協力が職業訓練分野で果たし

てきた役割は極めて大きい。SECAPへの協力はこのほか、英国、スペイン、スイス、イタリ

ア、ブラジルの各国政府によって実施されたきたが、今のところ大きな援助プロジェクトは

計画されていない。

海外の援助機関によるSECAPへの援助が減少した理由として、国内の関係機関からの政治

的な影響によって職業訓練制度全体及びSECAP組織の改革が進まなかったこと、SECAPの運

営が官僚的に肥大し、非効率であったことなどが指摘されている。現在、職業訓練制度全体

の見直しが進められていることから、制度が整備されたあとには、各国政府、国際機関の援
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助が再び増加する可能性が高いと思われる。

世界銀行は、教育文化省と SECAPを実施機関として「社会開発第 1プロジェクト：教育と

訓練」を 1992年より開始したものの、このプロジェクトのSECAPへの協力はエクアドル側の

組織的な協力を得ることができず、協力は中途で停止した。これ以降、世界銀行はSECAPへ

の援助を検討していない。また 1990年代には、各国の援助機関からの援助が終了している。

米州開発銀行（Inter-American Development Bank：IDB）は、CFNを通して、零細企業を対象と

する職業訓練クーポン（10ドルのクーポン券4枚）を無料で支給するプロジェクトを実施した。

また、IDB のエクアドルに対する技術協力として、2000 年 5 月からペルー工業訓練機構

（SENATI）とGTZによるCNCFの設立と SECAPの組織改革に関する調査が実施され、2001年

末に報告書が提出された。この報告書におけるSECAPの改革については、管理部門の人員を

61人（総定員を現況の 402人で維持するなら、その 15.2％）にまで削減することを提言してい

る。

また現在、職業訓練分野で援助を実施している機関にスイスコンタクトがある。スイスコン

タクトはスイスの民間の財団法人で、スイス政府の資金を得て中小企業振興や職業訓練校支援

など、現在22件のプロジェクトをエクアドルで実施している（1件当たり約5,000ドル）。その

援助方法は、プロジェクトを企画するコンサルタントに訓練計画を提出させて、認可されたも

のに関して業界団体に資金を供与し、業界団体は会員企業の従業者が職業訓練校で訓練を受け

る費用をそのなかから支払うというものである。このスイスコンタクトのプロジェクトで訓練

を実施している職業訓練校のなかにはSECAPやサレシアナ工業大学が含まれている。

このほかにごく小規模であるが、労働協調プログラムとして職業訓練の要素を含む小規模

のプログラムを国際労働機関（International Labor Organization：ILO）が労働人的資源省ととも

に実施していた。

（2）我が国の取り組み

我が国は、エクアドル側からのCERFINに対するプロジェクト方式技術協力の要請を受け

て以来、次のとおり調査団と短期個別専門家を派遣して、プロジェクトの具体化について検

討してきた。

1）基礎調査団 ：1996年 12月 7日～ 12月 24日

2）事前調査団 ：1999年 1月 11日～ 1月 21日

3）短期調査団（第 1次） ：2000年 7月 15日～ 7月 23日

4）短期調査団（第 2次） ：2001年 3月 11日～ 3月 16日

5）短期調査団（第 3次） ：2002年 2月 17日～ 3月 2日

6）短期個別専門家 ：2001年 3月～ 2002年 4月
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3. 職業能力開発機構（SECAP）の工業分野職業訓練体制の現状と問題点

3－1 新たな職業訓練の制度的枠組み

2001年 9月に法的に設置が決まった国家職業訓練審議会（CNCF）は、2002年 3月から事務所を

開いて活動を開始した。この機関は民間部門からの訓練税（職員給与の0.5％相当額）を受けて、自

らの必要経費を除いた残りを、民間を含む多様な認定職業訓練機関を用いての訓練費用に配分し

ている。訓練機関の認定及び訓練資金の利用は、CNCFの理事会によって決定される。理事会のメ

ンバーは、労働人的資源大臣を理事長とし、労使代表各 4名の 9人で構成される。

2001年 10月に公的機関として存続が決定したSECAPは、労働人的資源大臣を理事長とし文部、

大蔵、企画、通産の各大臣と労使各1名の計7人で構成される理事会の下で、公共部門からの訓練

税を受けて職業訓練業務を実施している。SECAPの収入源は訓練税のほかに、貧困層訓練のため

に政府から供与される児童福祉基金（FONNIN）及び自己収入としての訓練料収入があるが、CNCF

が配分権をもつ民間部門からの訓練税が前年までの訓練実績を他の訓練機関と比較して一定の割

合でCNCFから SECAPに配分されるのか、訓練生の払う訓練料として受取ることになるのかは現

段階では不明である。

いずれにしても、今後はSECAPを含めて公共、民間の各訓練機関は産業界のニーズに応えるよ

うな訓練コースを提供できる体制をつくって、競争しながら訓練生を獲得していくことが必要と

なるであろう。

3－2 SECAPの工業分野職業訓練の問題点

SECAPにおける工業分野職業訓練については、各方面から様々な指摘があり、SECAPもその改

善に向けて努力している。現在、中心問題をなす諸原因は、以下のとおりである。

〔中心問題：SECAPの訓練は産業界の訓練ニーズに合致していない〕

直接原因 1. 産業界の訓練ニーズを常時把握する体制ができていない。

1.1. 産業界の訓練ニーズについての調査分析がほとんどなされたことがない。

直接原因 2. 最大規模の北部地域工業訓練センター（CERFIN）の訓練コースが量・質ともに

不十分である。

2.1. 指導員の数が少なく、能力も十分とはいえない。

2.2. 向上訓練、上級訓練コースが少なく、内容が陳腐化している。

2.3. 保有機材が古く、新しい技術的需要に対応できない。

2.4. 産業界と連携した新規訓練修了者に対する就職支援制度がない。
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直接原因 3. 他の職業訓練センターの訓練コースが量・質ともに不十分である。

3.1. 指導員の能力が十分とはいえない。

3.2. 訓練コースが充実していない。

3.3. 保有機材が古い。

上記問題による結果は、以下のとおりである。

直接結果 1. 企業の満足する訓練修了者を質・量ともに輩出していない。

1.1. 職場復帰した訓練修了者による生産性向上が不十分である。

1.2. 新規訓練修了者の就職状況がよくない。

1.3. 新規訓練修了者による企業創出がほとんどない。

そして、これらが技能労働者の雇用状況を不安定にし、エクアドルの産業発展を阻害する

ことになる。
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4. プロジェクト戦略

3－ 2のような現状の問題を打開するため、階層構造の下位ランクの原因から順次改善を進め、

最終的に中心問題である「職業能力開発機構（SECAP）の訓練は産業界の訓練ニーズに合致してい

ない」を改善するという戦略を採る。すなわち、次に示すような階層的手段によって、中心目的の

達成をめざす。

〔中心目的：産業界の訓練ニーズに合致した職業能力（電気、電子、機械加工、金属加工）を有

する技術者を輩出できるよう、CERFINを拠点としながらSECAP及び主要な職業訓練センターの

運営管理体制が改善される〕

　　直接手段 1. 産業界の訓練ニーズのモニタリング体制が確立される。

1.1. 産業界の訓練ニーズが分析される。

直接手段 2. 北部地域工業訓練センター（CERFIN）の訓練コースの数と質が十分なものと

なる。

2.1. 指導員が増員され能力が向上する。

2.1.1. 指導員への技術移転が実施される。

2.2. 充実した訓練コースが実施される。

2.2.1. ニーズに合った指導案、教材が開発される。

2.3. 必要機材が整備される。

2.3.1. 現有機材が点検され、必要機材が供与される。

2.4. 就職支援制度が整備される。

2.4.1. 訓練生の就職支援制度の導入が検討される。

直接手段 3. 他の主要職業訓練センターの訓練コースの数と質が十分なものとなる。

3.1. センター指導員が再訓練される。

3.1.1. センター指導員の能力が診断される。

3.2. 充実した訓練コースが実施される。

3.2. CERFIN開発の指導案、教材が各訓練センターに普及する。

3.3. 必要機材が整備される。

以上のような階層的手段によって、中心目的を達成するとともに、次のように階層的に目

的を達成する。

直接目的 1. 質・量ともに向上した訓練修了者を輩出する。
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1.1. 在職訓練修了者が職場復帰する。

1.1.1. 企業の生産性が向上する。

1.2. 新規訓練修了者が企業に就職する。

1.3. 新規訓練修了者が零細企業を創出する。

1.3.1. 零細企業が雇用を創出する。

そして、これらが全体として技能労働者の雇用状況を改善し、産業の発展に寄与する。以

上をまとめて図 4－ 1に示す。

中心目的

直接目的1
質・量ともに向上した訓練修
了者を輩出する

直接手段２

手段2.2
充実した
訓練コー
スが実施
される

手段2.3

必要機材
が整備さ
れる

手段2.1
指導員が
増員され
能力が向
上する

直接手段１
産業界の訓練ニー
ズのモニタリング
体制が確立される

手段3.3

必要機材
が整備さ
れる

手段3.1
センター
指導員が
再訓練さ
れる

直接手段３

手段3.2
充実した
訓練コー
スが実施
される

手段1.1
産業界の
訓練ニー
ズが分析
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手段2.4
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指導員へ
の技術移
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現有機材
が点検さ
れ、必要
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訓練生の
就職支援
制度の導
入が検討
される

センター
指導員の
能力が診
断される

目的1.1
在職訓練修了者が職場
復帰する

1 .1 .1
企業の生産性が向上す
る

本件による
アプローチ

目的1.2
新規訓練修了者が企業に就職
する

1 .3 .1
零細企業が雇用を創出
する

技能労働者の雇用状況の改善

産業の発展

2 .2 .1 2 .3 .1 2 .4 .1 3 .1 .1 3 .2 .1

目的1.3
新規訓練修了者が零細
企業を創出する

産業界の訓練ニーズに合致した職業能
力を有する技術者を輩出できるよう、
SECAPの運営管理体制が改善され、
CERFINを拠点としながら主要な職業
訓練センターの体制が強化される

CERFINの訓練コース
の数と質が十分なも
のとなる

他の主要職業訓練センタ
ーの訓練コースの数と質
が十分なものとなる

CERFIN
開発の指
導案、教
材が普及
する

図 4－ 1　目的系図
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5. プロジェクトの基本計画

5－1 プロジェクト目標

本プロジェクトのプロジェクト目標は、「産業界の訓練ニーズに合致した職業能力（電気、電子、

機械加工、金属加工）を有する技術者を大量に輩出できるよう、北部地域工業訓練センター

（CERFIN）を拠点としながら職業能力開発機構（SECAP）及び主要な職業訓練センターの運営管理

体制が改善される」とする。

産業界の訓練ニーズ分析を行い、その結果に基づき、訓練計画（向上訓練、上級訓練）を作成し、

CERFINで訓練を実施する。また、地方の主要訓練センターの現状診断を行い、その結果に基づき、

それらの指導員に対する再訓練計画を作成し、CERFINで再訓練を実施する。これらの活動に必要

な資機材を日本側が供与する。

定量的な目標は表 5－ 1及び表 5－ 2に示すとおりである。

表 5－ 1　目標とするコースの実施数

訓練形態 訓練分野 目標数 備　考

向　上
電気・電子 50 10コース／年× 5年

機械・金属 50 10コース／年× 5年

上　級
電気・電子 24  8コース／年× 3年

機械・金属 24  8コース／年× 3年

表 5－ 2　目標参加者数（向上：15名／コース、上級：12名／コース）

訓練形態 訓練分野 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 合　計

向　上
電気・電子 150 150 150 150 150 750

機械・金属 150 150 150 150 150 750

上　級
電気・電子 - - 96 96 96 288

機械・金属 - - 96 96 96 288

指導員 電気・電子 - - 6 6 6 18

再訓練 機械・金属 - - 6 6 6 18

目標達成度を測る指標は、次のとおりとする。

・SECAPの技術職員に対する事務職員の比率が減少する。

・SECAPの管理費に対する訓練費の比率が増加する。

・4センターにおける新規・見直し訓練コース数が増加する。

・4センターの対象分野の訓練コースにおける企業及び訓練生の参加者数が増加する。

また、この目標が達成されるための外部条件としては、「機材の通関・輸送手続きが遅延するこ

となく実施される」及び「エクアドル政府の職業訓練政策に変更がない。特に、SECAPが公的機関
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として存続するとともに、組織改革によりSECAPの訓練指導員の配置計画や予算配分計画に大幅

な変更がない」ことが重要である。

5－2 上位目標

本プロジェクトの上位目標は、「産業界が必要とする職業能力を、有する労働者を供給できる職

業訓練体制が確立され、エクアドルにおける雇用状況の改善がもたらされる」とする。

これまでエクアドルでは産業界のニーズと SECAPの訓練内容が必ずしも適合していなかった。

SECAP以外で、現在工業教育を行っている比較的設備の整った機関として私立のサレシアナ工業

大学があげられ、金属加工分野の業界団体と共同で職業訓練を実施している。ほかにも国立、私

立の大学、工業高校、専門学校等があるものの、電気・電子、機械・金属などの分野は多額の初

期投資を必要とすることから、これらの施設の教育内容は講義が主体とならざるを得ず、成長し

つつあるエクアドル工業の訓練ニーズの増大に応えることはできない。

こうした訓練ニーズの増大に応えるため、SECAPの訓練内容を改善し、必要な設備、機材、教

材を整備することによって、産業界の訓練ニーズにより適合した職業訓練を実施可能にし、その

結果技能労働者の雇用状況の改善に寄与することを目標とする。

この目標達成度を測る指標は、「企業の満足度が上昇する」及び「SECAP 傘下の職業訓練セン

ターにおける、対象技術分野の修了生の就業率が上昇する」ことである。

また、この目標が達成されるための外部条件としては、「電気・電子及び機械加工・金属加工分

野技能労働者の企業ニーズが継続的に存在する」ことが重要である。

5－3 成果と活動

本プロジェクトでは、プロジェクト戦略に基づき、以下のように第1ステージで4つ、第2ステー

ジで 5つ、併せて 9つの成果をあげることによってプロジェクト目標の達成を図る。

〔第 1ステージ（2年）：効果的・効率的な職業訓練体制の構築とCERFINでの基本技術の向上〕

成果 1. 産業界との関係強化を通じて、対象分野に関する産業界（主要都市）の訓練ニーズが

把握されるとともに、地方の主要職業訓練センターの現状が診断される。

成果 2. 上記の訓練ニーズに基づき、CERFINにおいて在職者用の向上訓練コースが修正・開

発され実証的に実施される。

成果 3. 上記の訓練ニーズに基づき、CERFINにおける上級訓練コース（テクニコ、テクノロ

ゴ）の実施計画が策定される。

成果 4. 地方の主要職業訓練センターの現状分析に基づき、指導員に対する再訓練コースの

実施計画が策定される。
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〔第 2ステージ（3年）：CERFINでの本格的な技術移転と地方主要職業訓練センターへの技術普及〕

成果 5. 第 1ステージの訓練ニーズを定期的にモニタリングし、訓練計画に反映する体制が

できる。

成果 6. CERFINにおいて、在職者用の向上訓練の体系が完成するとともに、企業でのモニ

ターが実施される。

成果 7. CERFINで上級訓練コースが実施され、訓練生の就職支援制度が整備される。

成果 8. CERFINにおいて地方の主要な職業訓練センターの指導員を対象とした再訓練が実

施される。

成果 9. CERFINで開発されたコースカリキュラムや教材が他の訓練センターへも普及する。

以下、各成果ごとに、それを導き出すための具体的活動について述べる。

（1）成果 1と活動

〔活動 1－ 1 産業界の訓練ニーズ分析に必要な体制整備及び調査実施（SECAP、CERFIN）〕

業界団体等と連携しながら、対象技術分野の訓練ニーズ把握に必要な体制を検討し、関

係者の合意の下に調査体制を確立する。主な作業は以下のとおりである。

1）調査方法（母集団、サンプリング、調査票の配布・回収方法、その他）の検討

2）調査票の作成

3）実　査

4）ニーズ分析と報告書の作成

5）関係者間の討議と結論のまとめ

〔活動 1－ 2 対象 4センターにおける訓練体系、訓練内容、指導員の能力等に関するレビュー

（SECAP及び CERFIN、臨海地域工業訓練センター：CERFIL、クエンカ工業訓練センター：

CEFIC、アンバット工業訓練センター：CEFIA）〕

CERFIN、CERFIL、CEFIC及びCEFIAの 4センターを対象に、関係者が集まってプロジェ

クト・サイクル・マネージメント（PCM）手法を用い、個別に現状の問題点、特に指導員の

能力に係る問題点を明らかにして、解決方法を検討する。主な作業は以下のとおりである。

1）問題分析と問題系図の作成

2）目的分析と目的系図の作成

3）問題解決、特に指導員再訓練の基本方針の決定
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（2）成果 2と活動

〔活動 2－ 1 CERFINにおける中期（5年間）の向上訓練計画の作成〕

訓練ニーズの分析結果を踏まえ、新しい向上訓練計画作成のためCERFINにおいて次の

ような作業を行う。

1）現在の在職者用向上訓練コースのレビュー

2）現在向上訓練コースで使用されている機材、教材等のチェック

3）本プロジェクトで供与する機材の現地調達を含む据え付けスケジュールの作成

4）指導案の作成

5）教材の作成

6）向上訓練コースのための予算作成

〔活動 2－ 2 CERFINにおける向上訓練コース（新規、修正）の実施〕

作成された向上訓練計画を企業在職者に呼びかけ、新規及び修正された向上訓練コース

を実施する。主な作業は以下のとおりである。

1）新規及び修正された向上訓練コースの広報活動

2）訓練の実施

3）訓練結果の評価（訓練生へのアンケート、企業へのヒアリング等）

（3）成果 3と活動

〔活動 3－ 1 CERFINにおける第 2ステージ（3年間）に実施予定の上級訓練計画の作成〕

訓練ニーズの分析結果を踏まえ、CERFINにおける新しい上級訓練計画作成のための作業

は以下のとおりである。

1）現在の上級訓練コース（テクニコ、テクノロゴ）のレビュー

2）現在の上級訓練コースで使用されている機材、教材等のチェック

3）第 2ステージで供与すべき機材の選定と据え付けスケジュールの作成

4）指導案の作成

5）教材の作成

6）上級訓練コースのための概算予算作成

（4）成果 4と活動

〔活動 4－ 1 地方の主要職業訓練センターの指導員に対する再訓練計画の作成とCERFINにお

ける実施体制の整備（SECAP、CERFIN）〕

主要 4センターの診断結果に基づく指導員再訓練の基本方針を踏まえ、指導員再訓練計
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画の作成とCERFINにおける実施体制整備のための作業は以下のとおりである。

1）指導案の作成

2）教材の作成

3）再訓練実施に伴う各センターの訓練コース別指導員配置の検討

（5）成果 5と活動

〔活動 5－ 1 産業界の訓練ニーズの追跡調査（サンプル調査等）（SECAP、CERFIN）〕

業界団体等と連携しながら、産業界の訓練ニーズの追跡調査を行う。そして定期的なモ

ニタリング体制整備のため、以下のような作業を行う。

1）訓練ニーズ調査の実施間隔の検討

2）標準的調査項目の検討

3）実施体制の検討（実施責任者、分析責任者、対象企業の選定方法等）

4）訓練計画見直し委員会設置の検討

（6）成果 6と活動

〔活動 6－ 1 CERFINにおける向上訓練の拡大実施〕

第 1ステージの新規及び修正された向上訓練コースの実施結果を踏まえ、本格的に在職

者向上訓練を実施する。主な作業は以下のとおりである。

1）第 1ステージにおける向上訓練実施結果の評価（訓練生アンケート、企業ヒアリング）の

まとめ

2）向上訓練体系の拡大整備方向の検討

3）指導案、教材の見直しと整備

4）拡大向上訓練コースの広報活動

5）訓練の実施

（7）成果 7と活動

〔活動 7－ 1 CERFINにおける上級訓練コース（新規等）の実施〕

第 1ステージで作成された上級訓練コース（テクニコ、テクノロゴ）の実施計画を企業在

職者及び技術系学生に呼びかけ、新規及び修正された上級訓練コースを実施する。主な作

業は以下のとおりである。

1）新規及び修正された上級訓練コースの広報活動

2）訓練の実施

3）訓練結果の評価（訓練生へのアンケート、企業へのヒアリング等）
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〔活動 7－ 2 CERFINにおける就職支援制度の導入〕

CERFINにおいて訓練生の訓練修了後の就職を支援する。主な作業は以下のとおりである。

1）産業界の訓練ニーズ把握を、企業の業種別、技能レベル別労働力需要としてとらえるこ

とに努め、企業の採用可能人数を推定

2）企業への訓練修了者の紹介と企業からの採用募集を扱う就職係設置の検討

3）業界団体等と連携して、CERFIN側訓練計画と企業側人員採用計画との定期的照合の検

討

4）資格制度と給与体系の検討

（8）成果 8と活動

〔活動 8－ 1 CERFINにおける指導員再訓練コースの実施〕

第 1ステージで作成された指導員再訓練計画に基づき、地方の主要職業訓練センターの

指導員を主な対象として指導員再訓練コースをCERFINで実施する。主な作業は以下のと

おりである。

1）各訓練センターの訓練コース別実施計画と指導員再訓練コース実施計画との調整

2）訓練の実施

3）訓練結果の評価（再訓練受講者へのアンケート、訓練生へのアンケート、企業へのヒア

リング等）

（9）成果 9と活動

〔活動 9－ 1 開発されたコースカリキュラムや教材の他の訓練センターへの普及〕

CERFINで開発された向上訓練及び上級訓練のための指導案、教材を、各訓練センターで

再訓練された指導員の下で活用する。主な作業は以下のとおりである。

1）各センターで整備の必要な機材の検討と整備計画の作成

2）各訓練センターの対象技術分野の訓練需要、保有機材整備計画、再訓練された指導員の

能力等の特色に応じた指導案、教材の見直し

3）CERFINで開発された指導案、教材をベースとした、各センターの訓練コース別指導案、

教材の作成

以上の活動を通して作成される指導案及び教材の目標数は、以下のとおりである。
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表 5－ 3　作成指導案数

（単位：部）

訓練形態 訓練分野 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 合　計

向　上
電気・電子 10 10 10 10 10 50

機械・金属 10 10 10 10 10 50

上　級
電気・電子 - - 8 8 8 24

機械・金属 - - 8 8 8 24

表 5－ 4　作成教材数

（単位：部）

訓練形態 訓練分野 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 合　計

向　上
電気・電子 10 10 10 10 10 50

機械・金属 10 10 10 10 10 50

上　級
電気・電子 - - 10 10 10 30

機械・金属 - - 10 10 10 30

5－4 活動の実施戦略

本プロジェクトは、効果的・効率的な職業訓練体制の構築とCERFINでの基本技術の向上を目

的とする第 1ステージ（2年間）と、CERFINでの本格的な技術移転と地方主要職業訓練センターへ

の技術普及を目的とする第2ステージ（3年間）の 2段構成で進めている。第2ステージへの移行に

あたっては、第1ステージ終了6か月前に日本から評価調査団を派遣して第1ステージの成果の評

価、第 2ステージ実施計画（案）の評価、エクアドル側の実施体制の確認等を行うものとする。

上述のように、第 1ステージでの 4つの成果を出すため、活動 1-1から活動 4-1までの 6つの活

動を実施する。そのうち最初の1年において、活動1-1（産業界の訓練ニーズ分析）と活動1-2（対象

4センターに関するレビュー）を実施して結果を取りまとめるとともに、活動2-1（CERFINにおける

中期（5年間）の向上訓練計画の作成）と活動 2-2（CERFINにおける向上訓練コース（新規・修正）の

実施）に着手する。活動3-1（上級訓練計画の作成）及び活動 4-1（指導員再訓練計画の作成）は、2年

目に着手し、第1ステージ終了までに取りまとめることとする。

5－5 C／P組織とエクアドル側のコミットメント

日本側チーフアドバイザーのC／ Pとして、エクアドル側はProject Director及び Project Manager

を配置する。Project Directorは SECAP総裁とし、Project Managerは CERFIN所長とする。

日本側業務調整員のC／ Pとしては、Project Manager及び CERFINの教育技術部長をあてる。電

気・電子系の専門家に対しては、CERFINの教育技術部長、電気・電子系サブセンター長及び所属

指導員をあてる。機械・金属系の専門家に対しては、CERFINの教育技術部長、機械・金属系サブ

センター長及び所属指導員をあてる。

本プロジェクトの実施で最も重要なことは、技術移転の対象となる電気・電子系及び機械・金
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属系の常勤指導員をC／ Pとして確保することである。現在行われている訓練活動を阻害するこ

となく、常勤指導員がC／ Pとして活動できるように、常勤指導員の人員増、契約指導員の実質

的常勤化など、管理部門の人員削減と併せて SECAP全体として組織改編を実行するということ

が、エクアドル側のコミットメントとして不可欠である。

5－6 投　入

（1）日本側の投入

第 1ステージ（2年間）における日本側の投入は以下のとおり。

1）長期専門家：2年間で 4人

・チーフアドバイザー

・業務調整員　

・電気・電子　

・機械・金属　

2）短期専門家：5人／年（必要に応じて派遣する）

2年間で 10人

3）C／ Pの日本研修：3人／年

2年間で 6人

4）機材供与：電気・電子分野における制御用機器等、機械・金属分野における検査試験装置等

第 1ステージ（2年間）における日本側の投入総費用は約 2億 3,400万円と見積られる。

なお、第 2ステージについては、その実施が確定した時点（第 1ステージ終了 6か月前）で

決定する。

（2）エクアドル側の投入

エクアドル側の投入は、以下のとおり。

1）C／ Pの配置：（電気・電子系 6人、機械・金属系 6人、計 12人）

2）施設、訓練サイトの提供

3）訓練実施経費等に関する予算措置

4）機材等に対する免税措置

5－7 外部条件の分析

本プロジェクトにおける外部条件は、活動レベルから上位目標達成まで、順に「機材の通関・輸

送手続きが遅延することなく実施される」、「エクアドル政府の職業訓練政策に変更がない。特に、

SECAPが公的機関として存続するとともに、組織改革によりSECAPの訓練指導員の配置計画や予
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算配分計画に大幅な変更がない」、「電気・電子及び機械加工・金属加工分野技能労働者の企業ニー

ズが継続的に存在する」となっている。

これらの外部条件は、エクアドルの産業発展動向、現在進行中の職業訓練改善計画の方向、本

プロジェクトに関するエクアドル側との協議の経緯からみても、十分に満たされることが期待で

きる。

さらに、本件は2つのステージからなる 2段構成となっている。第2ステージの実施は、第1ス

テージ終了 6か月前に派遣される評価調査団による、エクアドル側の実施体制確認のうえで決定

されることとなっている。

5－8 プロジェクトの運営・実施体制

本プロジェクトでは、SECAPに派遣された我が国の専門家が CERFINの電気・電子及び機械・

金属分野の指導員に対して技術移転を行う。

派遣専門家は、長期専門家がチーフアドバイザー、業務調整員、電気・電子系専門家、機械金

属系専門家の 4名、短期専門家は必要に応じて派遣される。

エクアドル側では、SECAP総裁が Project Directorに指名され、プロジェクトの管理、実施につ

いて全責任を負う。また、CERFINの所長はProject Managerとして、プロジェクトの運営と技術的

事項について責任を負う。

日本側チーフアドバイザーは、Project Directorと Project Managerに対し、プロジェクトの実施に

係るあらゆる事項について必要な提言及び助言を行う。

日本側業務調整員は、Project Manager及び CERFIN教育技術部長をC／ Pとして、施設・設備の

維持管理、業務実施経費の支出、プロジェクト実施工程の調整、研修準備、産業界の訓練ニーズ

把握とモニタリング等に係る業務を行う。

日本側技術専門家（電気・電子系及び機械・金属系）は、エクアドル側C／ P（CERFINの教育技

術部長、電気・電子系サブセンター長、機械・金属系サブセンター長、各サブセンター所属指導

員）に対し、それぞれプロジェクトの実施に係る技術的事項について必要な指導及び助言を行う。

また、プロジェクトの効果的な実施のため、エクアドル側及び日本側関係者を構成メンバーと

する合同委員会を設置し、必要に応じて随時開催する。

（1）合同委員会の機能

1）年間計画の策定

2）年間実施計画の進捗状況の確認

3）プロジェクト実施に関する協議
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（2）メンバー構成

1）議　長

SECAP総裁

2）エクアドル側

・SECAP技術部長

・CERFIN所長

・CERFIN教育技術部長

・CERFIN電気・電子系サブセンター長

・CERFIN機械・金属系サブセンター長

3）日本側

・チーフアドバイザー

・業務調整員

・電気・電子系専門家

・機械・金属系専門家

・必要に応じて、日本大使館員その他 JICAの指名による者

図 5－ 1にプロジェクトの運営・実施体制概念図を示す。

また、プロジェクトを円滑に運営するため、日本・エクアドル双方のプロジェクト実施担

当者で構成される運営委員会を月 1回程度開催し、担当者間の意思疎通や業務遂行の円滑化

を図る。

5－9 事前の義務及び必要条件

本プロジェクト実施の必要条件は SECAP側のC／ Pの配置及びその組織能力・財務状態を明確

にするところにある。現在進行中の組織再編成計画によれば、SECAPの組織は簡素化し、職員構

成において技術部門のウエイトが高まることになっているが、その年次計画は具体化していない。

また、本件の実施に必要な経費については、2002年度の予算に盛り込まれているが、国家職業訓

練審議会（CNCF）による民間部門訓練税の配分については、配分額の決定方法や支払方法が明ら

かでない。このように、SECAPの組織的及び財務的状況について不透明な点があるため、本件は

第 1ステージと第 2ステージからなる 2段構成をとっている。
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図 5－ 1　プロジェクトの運営、実施体制概念図

　（エクアドル側）　 （日本側）

合同委員会  ○チーフアドバイザー

 ○業務調整

 ○電気・電子系専門家

 ○機械・金属系専門家

労働人的資源省

地方主要職業訓練センター

・臨海地域工業訓練センター

・クエンカ工業訓練センター

・アンバット工業訓練センター

日本大使館

職業能力開発機構

(SECAP)

北部地域職業訓練センター

(CERFIN)

○所　長

○教育技術部長

○電気・電子系指導員

○機械・金属系指導員
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6. プロジェクトの総合的実施妥当性

6－1 妥当性

（1）公共事業・ODAとしての適格性

本件は、エクアドルにおける産業界の訓練ニーズに合致した職業能力（電気、電子、機械加

工、金属加工）を有する技術者を輩出できるよう、職業能力開発機構（SECAP）の運営管理体

制を改善し、北部地域工業訓練センター（CERFIN）を拠点としながら主要な職業訓練センター

の体制を強化し、技能労働者の雇用状況の改善に寄与することを目的とするものである。こ

れは、同国の経済発展的見地、社会的見地からも必要かつ有効なものである。工業分野の職

業訓練は、設備、機材等に多額の投資を必要とすることから民間セクターにはなじみが薄く、

その内容の公共性から我が国の政府開発援助（Official Development Assistance：ODA）の趣旨に

沿うものである。

（2）対中南米地域援助政策との整合性

我が国の対中南米地域援助政策の重点の一つは「比較的低所得の国において民間活動の活発

化及び海外からの投資促進に資する環境整備のための経済・社会インフラ整備等への支援」で

あり、JICAの対エクアドル事業実施計画では工業分野への協力が重点分野として位置づけら

れている。産業界の訓練ニーズに応えるために職業訓練体制を強化、改善するという本件の

目的は、これらの政策に合致している。

（3）エクアドルのニーズとの一致

2000年 8月にエクアドル政府は政府開発計画（Plan de Gobierno 2000～ 2003年）を公表した。

同計画では、国内産業の生産性向上を図るため工業分野での人材育成を重要課題として掲げ

ている。そのため、工業分野の職業訓練改善に対する技術協力を我が国に要請してきた。本

件はこれに応えるものであり、同国のニーズに一致している。

（4）参加型の計画作成

1999年 1月 13日から 15日にかけて、本件についての PCMワークショップを開催した。当

プロジェクトはSECAPの職業訓練担当者と共同で行った問題分析、目的分析の結果に基づい

て作成されたものである。したがって、相手側関係者の参加の下に作成された計画であると

いえる。
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（5）日本の技術の優位性

我が国には厚生労働省所管の雇用・能力開発機構に属する各種職業訓練施設をはじめ、都

道府県、市町村、民間の数多くの職業訓練施設があり、対象技術分野である電気・電子、機

械・金属等の分野における職業訓練に関して技術的蓄積を有しており、これを本件で技術移

転することは十分可能である。

6－2 有効性

（1）計画の論理性

本件の作業は、図6－ 1に示すように、投入→活動→成果→プロジェクト目標→上位目とい

う流れに沿って、各段階の「外部条件」の下、順を追って進められる。外部条件に問題が生じ

なければ目標を達成できるよう論理的に計画されている。

投　入
日本側

エクアドル側

活　動

活動 1-1～活動 9-1

成　果

成果 1～成果 9

外部条件
電気・電子及び機械加
工・金属加工分野技能
労働者の企業ニーズが
継続的に存在する。

プロジェクト目標
産業界の訓練ニーズに合致した職業能力（電
気、電子、機械加工、金属加工）を有する技
術者を大量に輩出できるよう、北部地域工業
訓練センター（CERFIN）を拠点としながら
職業能力開発機構（SECAP）及び主要な職業
訓練センターの運営管理体制が改善される。

外部条件
CERFIN及び他の訓練セ
ンターへの予算が継続
的に配分される。

上位目標
産業界が必要とする職業能力を、有する労働
者を供給できる職業訓練体制が確立され、エ
クアドルにおける雇用状況の改善がもたらさ
れる。

外部条件
機材の通関・輸送手続
きが遅延することなく
実施される。

図 6－ 1　投入から上位目標に至る論理の流れ
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エクアドルは現在、職業訓練体制が産業界の訓練ニーズに適合するよう、職業訓練コース

の改善、職業訓練能力向上に向けて体制改編中であり、本件の実施はその改編を支援するも

のである。また本件では、プロジェクト期間中の中間評価、終了時評価及び事後評価の実施

を予定しており、有効性確保のための評価・モニタリングの実施体制も計画されている。

（2）目標の妥当性

本プロジェクト目標「産業界の訓練ニーズに合致した職業能力（電気、電子、機械加工、金

属加工）を有する技術者を大量に輩出できるよう、CERFINを拠点としながらSECAP及び主要

な職業訓練センターの運営管理体制が改善される」は、産業界の訓練ニーズ分析に基づく向上

訓練、上級訓練計画の作成と実施、指導員に対する再訓練計画の作成と実施、必要設備、機

材、教材の整備によって達成可能である。目標達成度を測る指標として「主要な職業訓練セン

ターにおいて、改善計画に沿った訓練が実施される」ということを掲げているが、本プロジェ

クトの実施によって、主要職業訓練センターでは再訓練された指導員の下で改善されたコー

スカリキュラムや教材を用いて訓練を行うことが可能になると思われる。したがって、本件

のプロジェクト目標の設定は妥当である。

（3）プロジェクト目標に至るまでの外部条件の充足

本件におけるプロジェクト目標に至るまでの外部条件である「機材の通関・輸送手続きが遅

延することなく実施される」及び「エクアドル政府の職業訓練政策に変更がない。特にSECAP

が公的機関として存続するとともに、組織改革によってSECAPの訓練指導員の配置計画や予

算配分計画に大幅な変更がない」については、前者は同国が他ドナーの協力によるプロジェク

トの経験を数多く有すること、本件に関するSECAP側とのこれまでの協議の結果からみて問

題ないと考えられる。後者については、SECAPの今後の組織的・財務的状況に若干不明確な

点がある。SECAPで進行中の改革案では、今後組織は簡素化し人員構成で技術部門のウエイ

トが高まることになっているが、年次人員計画はまだ具体化していない。また、本件の実施に

必要な支出について 2002 年度の予算措置はなされている。しかし、国家職業訓練審議会

（CNCF）による民間部門からの訓練税配分については、配分額の決定方法、その支払方法は未

確定である。このような状況を考慮して、本件は第1ステージ及び第2ステージからなる2段

構成としている。
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6－3 効率性

（1）費用対成果

1） 投　入

① 長期・短期専門家派遣

② C／ Pの日本研修

③ 機材供与

2） 成　果

① 産業界の訓練ニーズ分析

② 向上訓練改善計画の作成と実施

③ 上級訓練改善計画の作成と実施

④ 指導員再訓練計画の作成と実施

⑤ 訓練ニーズのモニタリング体制整備

⑥ 必要な設備・機材・教材の整備

本件では、長期専門家の数を 4名に抑え、その分短期専門家で随時必要な時に対応するこ

ととしている。この投入規模と成果からみて、我が国のこれまでの類似案件と比較しても、よ

り効率的な費用対成果が期待できる。

また、供与機材は、現在現地で使用されている電気・電子機器、機械加工・金属加工機器

等を中心としており、本件終了後もスペアパーツの購入及び手配を含めて維持管理は十分可

能である。

（2）費用対効果

費用対効果という視点からのプロジェクト目標、上位目標の達成に関しては、成果として

育成された人材の技術が広く国内に伝達されていくこと、また訓練ニーズのモニタリング体

制確立による産業界との協力関係によって、その伝達が促進されることで、極めて効率的に

目標を達成することが期待される。

6－4 インパクト

（1）上位目標達成の見込み

本プロジェクト目標「産業界の訓練ニーズに合致した職業能力（電気、電子、機械加工、金

属加工）を有する技術者を大量に輩出できるよう、CERFINを拠点としながらSECAP及び主要

な職業訓練センターの運営管理体制が改善される」が達成されれば、対象技術分野における技

能労働者の企業ニーズが継続的に存在することにより、上位目標は達成される。
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（2）プロジェクトの実施によるインパクト

1） 政策的インパクト

本プロジェクトは、SECAPを中心としたエクアドルの職業訓練体制の改善を支援するも

のである。再訓練された指導員によって、改善されたコースカリキュラムや教材を用いた

職業訓練がSECAPの主要地方職業訓練センターで実施され、産業界の訓練ニーズに合致し

た職業能力を有する技術者を輩出できるようにすることを目標としている。本プロジェク

ト目標が達成されることによって、同国の産業政策、雇用政策担当者が対象技術分野にお

ける職業訓練の重要性と有効性を再認識し、今後、それを反映した政策立案がなされるよ

うになる。

2） 制度的インパクト

本プロジェクトの成果を生かした今後の新しい産業政策、雇用政策を推進するため、必

要な制度的改善、特に工業分野における中小企業育成制度、中堅技能労働者育成制度の強

化改善が促進される。

3） 社会・文化的インパクト

本プロジェクトの直接的受益者は、SECAP、再訓練された指導員によって新たなコース

カリキュラムや教材を用いた訓練を受けた訓練生、その訓練生の受入企業であるが、プロ

ジェクト終了後も、企業の労働力需要に応じて各地方職業訓練センターでの訓練が実施さ

れれば、更に受益者は広がっていくものと思われる。

社会的には、これによって技能労働者の雇用状況が改善され、従来から問題の多い労使

関係の改善や社会的安定に寄与することが期待される。また、文化的には、技能労働者の

社会的地位の向上によって、教育制度の面で技術者育成の視点が強まり、従来の文系偏重

から技術系へ若干ウエイトを移した社会になることが期待される。

4） 技術的インパクト

本件において直接技術移転を受けるC／Pの人数は限られているが（第1ステージで電気・

電子系 6名、機械・金属系 6名）、再訓練を受ける主要地方職業訓練センターの指導員やそ

の訓練を受ける訓練生によって移転された技術は、エクアドル国内に広がり、プロジェク

ト終了後も、SECAPの努力によって更にその技術は広がっていくことから、技術的インパ

クトは極めて高いと判断できる。

5） 経済的インパクト

エクアドルの工業は、今後も電気・電子、機械・金属の分野で大きな発展が予想される。

本件によって企業の労働力需要と労働者の職業能力がより適合し、それが対象分野の企業

発展に寄与する。その結果としてGDPの伸びが確保され、分配所得の上昇が期待される。
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（3）環境への影響

本プロジェクトは職業訓練体制整備によって技能労働者の雇用状況の改善を目的とするも

のであり、環境保全上の問題はない。

6－5 自立発展性

（1）組織能力

本プロジェクトの実施機関であるSECAPは、設立以来ドイツ技術協力公社（GTZ）や我が国

の青年海外協力隊を含めて、様々なドナーの技術協力プロジェクトを実施してきた実績があ

る。また、我が国は本プロジェクト形成のため、基礎調査団、事前調査団、3回にわたる短期

調査団を派遣し、現在短期専門家が派遣されている。SECAPでは、現在進行中の改革によって

組織は簡素化され、人員的に技術部門のウエイトが高まることになっているが、まだ具体的な

年次別人員計画はできていない。したがって、これまでの実績や今回短期調査におけるSECAP

本部、CERFINとの協議の結果からみても、基礎的組織能力はあると判断されるが、C／Pとし

ての指導員の確保を現在の訓練を阻害しないでできるかという点が懸念される。

（2）財務状態

2001年 10月に SECAPが公的機関として存続することが決まり、公的部門からの訓練税の

配分を受け取ることになって、最低限の運営資金は確保された。今後何らかの形で民間部門

からの訓練税の配分をCNCFから受け取ることになる。本プロジェクトの実施に必要な支出

については 2002年度予算に既に盛り込まれているが、民間部門からの訓練税をCNCFから受

け取る方法、金額等については、まだ決まっていない。このような財務的問題と組織能力上

の問題を考慮して、本件は第1ステージと第2ステージの2段階構成で進めることとしている。

（3）社会的・環境的・技術的受容性

既にある程度の技術的能力をもつSECAPを対象として、産業界の訓練ニーズに応えるよう

職業訓練体制を強化改善し、その結果技能労働者の雇用状況改善に寄与することを目的とす

る本件の社会的・環境的・技術的受容性は極めて高い。

6－6 総合的実施妥当性

今まで述べてきたように、本プロジェクトは妥当性、有効性、効率性、インパクトの各項目で

良好な評価が得られ、自立発展性の若干の問題については、プロジェクトを 2段構成として対応

することになっている。したがって、本件による技術協力を行うことは必要かつ妥当と判断され

る。
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7. 付属資料

7－1 社会経済データ

7－ 1－ 1 エクアドルの主要産業構成割合
（％）

農林・
工　業 商　業 鉱　業 金融業

運輸・
建設業

電気・
水産業 通信業 ガス・水道

2001 16.8 15.9 15.0 14.8 8.1 9.1 2.9 1.6
1991 17.8 15.2 15.0 12.2 7.9 8.5 2.8 1.5

出所：エクアドル中央銀行月報 2002年 1月、1975年価格による

7－ 1－ 2 分野別の国内総生産（GDP）の成長率
（％）

分野／年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年
GDP計 2.3 2.0 3.4 0.4 -7.3 2.3 5.4
製造業 2.2 3.3 3.5 0.4 -7.2 5.2 5.5
農業、林業、水産業 3.2 3.5 4.1 -1.4 -1.3 -5.3 3.9
鉱工業 3.8 -1.9 3.5 -3.3 0.3 4.8 4.1
電気、ガス、水道 -3.7 2.8 2.4 2.1 4.7 5.1 2.5
建　設 -1.4 2.5 2.8 6.0 -8.0 3.7 19.9
商業、観光 2.2 4.4 3.3 0.9 -12.1 4.7 7.7
運輸、通信 3.0 3.1 3.9 1.6 -8.8 4.4 3.8
金　融 1.6 1.9 1.9 3.5 1.4 1.6 2.5
政府、その他サービス 1.0 0.5 1.3 1.2 -15.0 -1.0 1.7
その他 3.4 -1.9 8.5 3.6 -28.3 14.2 18.7
出所：エクアドル中央銀行月報 2002年 1月、1975年価格による

7－ 1－ 3 エクアドル工業の業種別労働人口の割合
業　種 割合％

食料・飲料製品 42.7
たばこ 0.3
繊維製品 7.7
衣　料 3.6
皮製品（かばん、手さげ袋等） 2.7
木またはコルク製品・木工品・（ただし家具を除く） 3.2
紙及び紙製品 3.9
製本・印刷・録音・録画製品 3.6
コークス・石油製品 2.2
化学品 5.0
ゴム・プラスティック製品 5.8
その他の鉱物製品（非金属品） 4.6
金属製品 1.8
金属加工品（ただし機械類を除く） 3.1
機械類 2.8
電気機械・器具 1.0
ラジオ・テレビ・通信機器 0.1
医療・光学精機・時計 0.1
自動車・牽引機等 1.5
その他の輸送機器 0.4
家具製造 3.8
出所：国家統計局（INEC）、工鉱業調査 1999年、主要都市で従業員 10名以上の企

業に対して行った調査
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7－ 1－ 4 訓練を実施している同業者組合リスト　ピチンチャ州

キト市

ピチンチャ州ラジオ技術者連盟

（Asociacion de Radiotecnicos de Pichincha）

ピチンチャ州機械工組合

（Sinicato de Maeestros Mecanicos de Pichincha）

キト南部機械工組合

（Gremio de Maestros Mecanicos y Afines del Sur de Qutio）

小規模工業機械工全国連盟

（Federacion Nacional de Artesanos Mecanicos y Conexos del Ecuador）

エクアドル・ラジオ技術者全国連盟

（Federacion Nacional de Radiotecnicos del Ecuador）

ピチンチャ州自動車電子機械工組合

（Sindicato de Electromecanicos Automotorices y Afines de Pichincha）

サント・ドミンゴ・デ・ロス・コロラド市

機械工職業組合

（Sindicato Gremial de Mecanicos y Anexos）

サント・ドミンゴ機械工連盟

（Asociacion de Maestros y Anexos de Santo Domingo）

サント・ドミンゴラジオ技術者連盟

（Asociacion de Radiotecnicos de Santo Doming）

出所：エクアドル労働省雇用人材局手工業開発部�

7－ 1－ 5 エクアドルの商工会議所リスト

（キト、グアヤキル、クエンカ、アンバットの主要 4都市）

キト市（ピチンチャ州）

ピチンチャ州工業会議所

ピチンチャ州小企業会議所

全国小工業会議所連盟

零細企業会議所
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キト手工業会議所

ピチンチャ州手工業会議所

ピチンチャ州全手工業者連盟

キト商業会議所

ピチンチャ州観光会議所

第一地域農業会議所

エクアドル鉱業会議所

エクアドル書籍会議所

グアヤキル市（グアヤス州）

グアヤキル工業会議所

グアヤス州小工業会議所

商業会議所

グアヤキル建設会議所

第二地域農業会議所

全国水産養殖会議所

全国漁業会議所

クエンカ市（アズアイ州）

クエンカ工業会議所

アズアイ州小工業会議所

アズアイ州職業的手工業者連盟

クエンカ商業会議所

アズアイ州観光会議所

クエンカ建設会議所

アズアイ手工業会議所

農業会議所

アンバット市（トングラウア州）

工業会議所

小工業会議所

職業的手工業者連盟

トングラウア州手工業会議所
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アンバット商業会議所

トングラウア州観光会議所

建設会議所

7－ 1－ 6 エクアドルの工業分野の産業別企業家連合

（主にピチンチャ州を中心とした組織）

薬品工業連合 （ASOPROFAR）

エクアドル乳産品工業連合（AIPLE）

ピチンチャ州印刷工業連合（AIG）

酒類工業連合（ADILE）

木材工業連合（AIMA）

山岳地域製粉工業連合（IMSA）

エクアドル繊維工業連合（AITE）

エクアドル油脂生産者連合

精肉生産者連合（ASOPROCARNICOS）

エクアドル塗料・樹脂・インク・化学品生産者連合（APROQUE）

エクアドル金属・鉄鋼・機器加工工業者連盟 （FEDIMETAL）

織物･縫製工業者組合（OIPA）

タバコ農産品加工業者連合

靴製造業者連合（ASOFOCAL）

自動車工業会議所（CINAE）

林業・製材業振興組合（CORMADERA）

出所：ピチンチャ州工業会議所等

7－2 長期専門家のTOR

（1）チーフアドバイザー

派遣機関：第 1ステージ、2年間

主要業務

1）プロジェクトの技術的・運営的事項に関する提言をする。

2）合同委員会にプロジェクトの進捗状況及び技術協力の状況を報告する。

3） プロジェクトの広報活動を積極的に行う。

4）エクアドル側と協力してプロジェクトのモニタリングを行い、評価の準備をする。

5）他の長期専門家及びC／ Pとともに SECAP改善計画の進行状況を検討する。
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6）ニーズ対応の効果的職業訓練及び指導員再訓練に係るSECAP改善計画について、勧告・提

言を行う。

7）日本の経験を踏まえ、改善職業訓練促進についてのセミナーを計画、組織する。

8）他の専門家とともに現在の訓練体制を検討し、訓練計画を作成する。

9）専門家に対し、技術移転・活動にかかわる計画及び技術面について、助言支援する。

C／ P： プロジェクト・ディレクター、SECAP総裁、

プロジェクト・マネジャー、CERFIN所長

（2）業務調整員

派遣期間：第 1ステージ、2年間

主要業務

1）プロジェクト実施に必要な費用の管理及び調整を行う。

2）日本側によって供与・購入された機材を管理する。

3）エクアドル側と日本側との連携について調整を行う。

4）その他プロジェクトの円滑な実施に必要な業務を行う。

5）専門家とともに、訓練成果の評価を行う（訓練生へのアンケートと企業へのヒアリング）。

C／ P： プロジェクト・マネジャー（CERFIN所長）

CERFIN教育技術部長

（3）電気・電子系専門家

派遣期間：第 1ステージ、2年間

主要業務

1）電気・電子分野における技術移転をC／ Pに対して行う。

2）電気・電子分野における指導案、教材をC／ Pに作成させる。

3）日本側の供与した機材の適切な維持管理方法をC／ Pに指示する。

4）業務調整員とともに、訓練成果の評価を行う（訓練生へのアンケートと企業へのヒアリン

グ）。

5）エクアドル側と共同で訓練ニーズを分析し、新・改良訓練カリキュラムを作成する。

6）供与機材の配置・据え付けを行う。

C／ P： CERFIN教育技術部長

CERFIN電気・電子系サブセンター長

電気・電子系指導員
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（4）機械・金属系専門家

派遣期間：第 1ステージ、2年間

主要業務

1）機械・金属分野における技術移転をC／ Pに対して行う。

2）機械・金属分野における指導案、教材をC／ Pに作成させる。

3）日本側の供与した機材の適切な維持管理方法をC／ Pに指示する。

4）業務調整員とともに、訓練成果の評価を行う（訓練生へのアンケートと企業へのヒアリン

グ）。

5）エクアドル側と共同で訓練ニーズを分析し、新・改良訓練カリキュラムを作成する。

6）供与機材の配置・据え付けを行う。

C／ P： CERFIN教育技術部長

CERFIN機械・金属系サブセンター長

機械・金属系指導員

7－3 SECAP関連資料

7－ 3－ 1 SECAPの職員定員数

（2002年 2月）

SECAP本部 　65名

北部支局 131名

中央支局 　52名

南部支局 　41名

臨海支局 113名

合　計 402名

出所：SECAP人事部

7－ 3－ 2 2002年の SECAPの予算

SECAPの 2002年予算の収入では、下記のとおり自己収入（訓練登録料収入及びその他のサー

ビス収入）が173万 6,715.68ドル、訓練税（公的機関の従業員給与の0.5％相当額）が143万 6,446ド

ル、農村地域での訓練のための児童福祉基金（FONNIN）が 36万 3,505ドル計上されている。
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SECAPの 2002年予算（米ドル）

自己収入（訓練登録料その他） 1,736,715.68

訓練税 1,436,446.00

児童福祉基金（FONNIN） 363,505.00

収入計 3,536,666.68

支局別支出

本　部 554,873.34

北部支局 824,858.74

中央支局 378,695.52

南部支局 358,253.48

臨海支局 1,056,480.60

貧困対策特別プログラム 363,505.00

支出計 3,536,666.68

出所：SECAP経理部

7－ 3－ 3 SECAPの訓練センターリスト

北部支局

北部地域工業訓練センター（CERFIN）

キト商業サービス訓練センター

キトグラフィック・アート訓練センター

女性職業訓練センター

トゥルカン職業訓練センター

イバーラ職業訓練センター

サント・ドミンゴ職業訓練センター

エスメラルダス職業訓練センター

アマゾン職業訓練センター

中部支局

アンバット工業訓練センター（CEFIA）

商業サービス訓練センター

リオバンバ職業訓練センター
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南部支局

クエンカ工業訓練センター（CEFIC）

商業サービス訓練センター

ロハ職業訓練センター

臨海支局

臨海地域工業訓練センター（CERFIL）

グアヤキル商業サービス訓練センター

女性職業訓練センター

マンタ職業訓練センター

マチャーラ職業訓練センター

出所：SECAPの組織図

7－ 3－ 4 形態別の訓練実施時間数　SECAP　2000年

訓練形態
訓練コース数 訓練参加者数 訓練時間数

終　了 実施中 終　了 実施中 終　了 実施中

7－ 3－ 5 形態別の訓練実施時間数　SECAP　2001年　

訓練形態
訓練コース数 訓練参加者数 訓練時間数

終　了 実施中 終　了 実施中 終　了 実施中

養成訓練

若年訓練

成人訓練

向上訓練

監督者訓練

上級訓練

技能者訓練

技師訓練

移動訓練

合　計

出所：SECAP企画部「職業訓練活動 2000年」、2001年 1月
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2,151

3

-

1,292
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107
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207

5

36

15

-

467

221

201

36,811

46

-

21,745

59,024

1,892

1,470

4,231

88

535

271

-

8,487

12,412

7,354

174,440

919

-

87,475

282,600

92,748

64,912

15,085

1,784

21,006

5,536

-

201,071

養成訓練

若年訓練

成人訓練

向上訓練

監督者訓練

上級訓練

技能者訓練

技師訓練

移動訓練

合　計

26

28

1,626

1

7

1

1,077

2,766

86

62

136

30

14

-

328

420

509

25,776

21

90

25

19,829

46,670

1,400

889

2,021

394

192

-

4,896

20,538

13,004

112,796

126

3,265

700

128,156

278,585

81,190

52,625

11,383

13,612

6,803

-

165,613

出所：SECAP企画部「職業訓練活動 2001」、2002年 1月
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7－ 3－ 6 北部地域工業訓練センター（CERFIN）における訓練実績　2001年

訓練形態と訓練分野 コース数 参加者数 訓練時間数
養成訓練　

若年訓練

金属・機械

自動車整備

電気・電子

木材・家具

成人訓練

金属・機械

自動車整備

建設・農業機械

電気・電子

木材・家具

建　設

皮・靴

向上訓練　

金属・機械

自動車整備

建設・農業機械

電気・電子

木材・家具

建　設

皮・靴

コンピューター

企業研修

監督者訓練

上級訓練

技能者訓練

金属・機械

自動車整備

電気・電子

建　設

技師訓練

電気・電子

管　理

合　計

38

3

4

2

8

9

1

3

3

3

2

97

10

10

2

29

9

3

1

32

1

12

3

2

2

2

2

1

147

552

46

74

21

107

128

21

41

27

75

12

1,509

120

162

43

326

77

28

7

742

4

178

38

29

30

30

26

25

2.239

42,241

4,675

3,511

1,687

10,646

9,777

1,070

4,110

1,999

1,339

3,427

9,947

950

1,232

120

2,944

428

217

55

3,971

30

6,083

1,361

1,730

923

834

535

700

58,271

出所：SECAP企画部「職業訓練活動 2001年」 2002年 1月
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7－ 3－ 7 SECAPによる工業関連分野の職業訓練ニーズ調査

職業訓練を必要とする人数 割合（％）
機械・金属加工 12,331 47.4

繊　維 2,647 10.2

電気・電子 2,511 9.6

自動車整備 2,273 8.7

木工・家具 2,105 8.1

縫　製 1,191 4.6

印　刷 1,011 3.9

建　設 547 2.1

企業経営 521 2.0

重農機械 474 1.8

農産品加工 280 1.1

皮革・靴 110 0.4

手工芸 29 0.1

計 26,030 100.0

出所：工業分野の企業における職業訓練のニーズ調査、SECAP 企画部

1996年

7－ 3－ 8 アンバット工業訓練センター（CEFIA）における訓練実績　2001年

訓練形態と訓練分野 コース数 参加者数 訓練時間数
養成訓練
若年訓練
金属・機械
自動車整備
電気・電子
木材・家具

成人訓練
金属・機械
自動車整備
建設・農業機械
電気・電子
木材・家具
建　設
皮・靴

向上訓練
金属・機械
自動車整備
建設・農業機械
電気・電子
木材・家具
農業関連産業
皮・靴
コンピューター
企業研修
指導員養成
サービス

監督者訓練

426

106
165

16

37
40

62

814
313
96
16
48
29
80
132
19
17
50
14
21
21

17,501

5,045
5,567

1,660

2,932
323

1,974

4,132
1,022
666
100
194
70
693
960
30
117
200
80
126
126
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8
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2
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23
7
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1
7
10
1
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4
1
1
1
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上級訓練
技能者訓練
金属・機械
自動車整備
電気・電子
建　設

技師訓練
電気・電子
管　理

合　計
出所：SECAP企画部「職業訓練活動 2001年」、2002年 1月

7－ 3－ 9 クエンカ工業訓練センター（CEFIC）における訓練実績　2001年

訓練形態と訓練分野 コース数 参加者数 訓練時間数
養成訓練 25 399 18,736
若年訓練
金属・機械 6 108 4,977
自動車整備 4 69 4,134
電気・電子 6 92 4,067
木材・家具 7 82 3,936

成人訓練
金属・機械
自動車整備
建設・農業機械
電気・電子
木材・家具
建　設 2 48 1,622
縫　製

向上訓練 97 1,510 5,465
金属・機械 10 125 438
自動車整備 9 156 455
建設・農業機械
電気・電子 16 269 1,414
木材・家具 11 103 609
建　設 5 38 133
農業関連産業 18 258 1,010
縫　製 8 203 880
コンピューター 18 322 330
企業研修 2 36 196
指導員養成

監督者訓練
上級訓練 9 150 3,632
技能者訓練
金属・機械 1 14 356
自動車整備 4 79 1,272
電気・電子 3 36 1,845
建　設

技師訓練
金属・機械 1 21 159
管　理

合　計 131 2,059 27,833
出所：SECAP企画部「職業訓練活動 2001年」、2002年 1月
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7－ 3－ 10 臨海地域工業訓練センター（CERFIL）における訓練実績　2001年

訓練形態と訓練分野 コース数 参加者数 訓練時間数
養成訓練 27 388 28,963

若年訓練

金属・機械 9 138 10,119

自動車整備 6 116 6,616

電気・電子 2 21 1,628

木材・家具 4 30 3,360

グラフィックアート

成人訓練

金属・機械 2 30 2,711

自動車整備 3 29 3,909

建設・農業機械

電気・電子 1 24 620

木材・家具

建　設

縫　製

向上訓練 135 1,992 9,553

金属・機械 16 197 1,035

自動車整備 21 392 1,729

建設・農業機械 3 74 140

電気・電子 41 647 4,410

木材・家具 1 8 80

建　設 7 65 1,056

農業関連産業

縫　製

コンピューター 46 609 1,103

企業研修

指導員養成

監督者訓練

上級訓練 3 21 612

技能者訓練

金属・機械

自動車整備

電気・電子 1 7 140

建　設

技師訓練

自動車整備 1 7 240

電気・電子 1 7 232

合　計 165 2,401 39,128

出所：SECAP企画部「職業訓練活動 2001年」、2002年 1月
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